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（別紙） 

 

評価書様式 
様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人空港周辺整備機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 平成３０年度（第４期） 
中期目標期間 平成３０年度～令和４年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 国土交通大臣 
 法人所管部局 航空局航空ネットワーク部 担当課、責任者 空港業務課長 石山 英顕 
 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 日向 弘基 
主務大臣  
 法人所管部局  担当課、責任者  
 評価点検部局  担当課、責任者  

 
 
３．評価の実施に関する事項 
・ 令和元年 7 月 12 日 理事長・監事ヒアリングを実施 
・ 令和元年 7 月 3 日、4 日、12 日 有識者ヒアリングを実施 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 
     

評定に至った理由 評定項目は、全１９項目中「Ｂ」評定が１８項目、「Ｃ」評定が１項目であった。また、全体の評定を引き下げる、または引き上げる事象もなかったため、国土交通省独立行政

法人評定実施要領に基づきＢとした。 
 
【項目別評定の算術平均】 
（Ｂ３点×１７項目＋Ｂ３点×１項目×２＋Ｃ２点×１項目）÷（１９項目＋１項目）＝２．９５ 
⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、中期目標の達成に向けて概ね順調な組織運営が行われていると評価する。 

 
 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 
 
 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
該当無し 

その他改善事項 該当無し 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
該当無し 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 該当無し 

その他特記事項 （外部有識者からの意見） 
該当無し 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
  ３０

年度 
元

年度 
２

年度 
３

年度 
４

年度 
  ３０

年度 
元

年度 
２

年度 
３

年度 
４

年度 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
 

再開発整備事業 Ｃ     1.(1) 
   予算（人件費の見積りを含む。）、収

支計画及び資金計画 Ｂ     3.(1) 
 

住宅騒音防止対策事業 Ｂ     1.(2) 
   

短期借入金の限度額 －     3.(2) 
 

移転補償事業 Ｂ○ 

重 
    1.(3) 

   不要財産又は不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関する計画 －     3.(3) 
 

緑地造成事業 Ｂ     1.(4) 
   重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 －     3.(4) 
 

          
剰余金の使途 －     3.(5) 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  Ⅳ．その他の事項 
 

業務改善の取組      2.(1) 
   

適切な内部統制の実施 Ｂ     4.(1) 
 

 
 業務運営の効率化 Ｂ     2.(1)① 

   情報セキュリティ対応等の取組の推

進 Ｂ     4.(2) 
 

 
 事業費の抑制 Ｂ     2.(1)② 

   
空港と周辺地域の共生と連携の強化      4.(3) 

 

 
 一般管理費の抑制 Ｂ     2.(1)③ 

   
 国及び関係自治体との連携 Ｂ     4.(3)① 

 

 
 契約の適正化・調達の合理化 Ｂ     2.(1)④ 

   
 広報活動の充実 Ｂ     4.(3)② 

 

 
 給与水準の適正化 Ｂ     2.(1)⑤ 

   
 地域への啓発活動 Ｂ     4.(3)③ 

 

業務の電子化及びシステムの最

適化 Ｂ     2.(2) 
   

地域住民のニーズの把握 Ｂ     4.(3)④ 
 

          運営権者への円滑な環境対策事業承

継に向けた取組の推進      4.(4) 
 

          
 研修員の受入れ Ｂ     4.(4)① 

 

           
 業務の可視化パターン化の推進 Ｂ     4.(4)② 

 

           騒防法第 29 条第 1 項に規定する積

立金の使途 － 
    

4.(5) 
 

 
※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。                ※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。                     ※４ 「項目別調書 No.」欄には、３０年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。  



4 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１） 再開発整備事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律第

２８条第１項第２号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

契約(貸付)状況 －  34 件      事業収入(千円) 606,153     

契約(貸付)率 －  100％      支出(千円) 584,970     

収支率 －  96.5％      (うち業務支出(千円)) 506,270    

 

 

         (うち借入金償還等 
(千円)) 

78,700     

定期巡回全施設月

1 回の実施 
－  100％      職員数(人) 5     

全貸借人との面談

等年 1 回以上 
－  67.7％            

                      注）支出額は一般管理費（管理勘定）を含む。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）再開発整備事

業 
再開発整備事業

は、移転補償事業に

より国が取得した土

地を、機構が有償で

借受け、周辺生活環

境へも配慮しながら

「騒音斉合施設※」

を整備し、貸付をす

ることによって移転

補償跡地の有効活用

を図る事業である。 
本事業は、これま

で地域のまちづく

り・生活環境改善の

一環として、国・県・

市・地元関係者と一

体となって取り組ん

できた結果、郵便集

配施設・郵便局、ホー

ムセンター、複合商

業施設などの施設整

備及び誘致を実現し

ており、地域活性化

に繋がっている。 
今後も地域との共

生に資するため、貸

借人の経営状況の把

握に努めるなど、事

業の健全性を確保し

つつ、賃貸料の収入

をもって保有資産の

適切な維持管理を図

っていくこと。 
※航空機の騒音によ

りその機能が害され

るおそれの少ない施

設（駐車場、倉庫、物

販施設など） 
【指標】  
・定期巡回による全

施設月１回の点検実

施 
（平成 28 年度実績  

全施設月１回の点検

実施） 
・全貸借人との情報

交換のための面談  
年１回以上 
（平成 28 年度実績  

一部賃借人と面談） 

福岡空港と周辺地

域の共生に貢献する

ため、国等と密接な

連携を図り、将来の

事業見込み等にも留

意しつつ、以下の事

業について確実・適

正な執行を図る。 
（１）再開発整備事

業 
地域のまちづく

り・生活環境改善の

一環として、国、福岡

県、福岡市、関係自治

体及び地元関係者と

一体となって取り組

んできた結果、郵便

集配施設・郵便局、ホ

ームセンター、複合

商業施設などの施設

整備及び誘致を実現

し 、地域の活性化を

図ってきた。今後も

地域と空港の共生に

貢献するため、貸借

人の経営状況の把握

に努めるなど、事業

の健全性を確保しつ

つ、賃貸料の収入を

もって保有資産の適

切な維持管理を図っ

ていく。 
（指標：定期巡回に

よる全施設月１回の

点検実施） 
（指標：全貸借人と

の情報交換のための

面談等 年１回以

上） 
 

福岡空港と周辺地

域の共生に貢献する

ため、国等と密接な

連携を図り、将来の

事業見込み等にも留

意しつつ、以下の事

業について確実・適

正な執行を図る。 
（１）再開発整備事

業 
次の取り組みを行

い、事業を着実に推

進する。 
イ  耐用年数を経過

し老朽化の著しい騒

音斉合施設につい

て、安全に関わる

様々なリスクの観点

から対応策を検討し

つつ、適切な施設保

全に努める。 
ロ  騒音斉合施設の

資産価値の維持及び

安全の確保を図るた

め、定期的な巡回・点

検及び修繕などの維

持管理を適切に実施

する。 
ハ  事業継続性の確

保を図るため、騒音

斉合施設賃借人と情

報交換や面談を行う

など、経営状況を把

握するとともに、ま

ちづくりの整合性に

も留意しつつ収益性

の確保に努める。 
（指標：定期巡回に

よる全施設月１回の

点検実施） 
（指標：全貸借人と

の情報交換のための

面談等 年１回以

上） 
 

＜主な指標等＞ 
１．既存物件の劣化

状況等の把握状況 
２．計画的な維持管

理・修繕の実施状況 
３．賃借人の経営状

況の把握状況 
４．空き施設の後継

賃借人の確保状況 
５．事業の健全性 
６．事務処理の効率

化への取組状況 
 
＜定量的指標＞  
・定期巡回による全

施設月１回の点検

実施 
・全貸借人との情報

交換のための面談  
年１回以上 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.既存物件の劣化状況

等の把握状況、2.計画的な

維持管理・修繕の実施状

況〕 
〇法定耐用年数を経過し、

老朽化により災害にて倒

壊の恐れがある施設（軽量

鉄骨造）について、危機管

理の観点から立退に向け

て協議した。 
また、立退交渉について

は、弁護士への委任契約を

締結し、相談や不動産鑑定

士による立退料算定を行

うとともに、相手方の意向

や希望を確認しながら丁

寧に進めた。さらに、立退

料を平成 30 年度予算から

引当金として計上できる

ように、監査法人へ立退交

渉状況の説明を行った。 
 
○既存物件の維持管理・修

繕については、修繕計画に

よるもののほか、毎月の定

期巡回により把握した劣

化状況等を踏まえ 18 件の

改修・修繕工事を行い、適

時適切な維持管理に努め

た。 
 このうち、大井その 1 に

ついては 10 件で、床下点

検口・連結送水管の緊急修

繕工事を行ったほか、「騒

音斉合施設大井その 1 点

検及び修繕計画」を踏まえ

て、外調機改修・空気調和

設備改修・中央監視設備改

修・防水改修・氷蓄熱用電

気設備撤去・非常用発電装

置分解整備業務委託・ライ

トフレーム撤去工事を行

った。また令和 2 年度以降

に予定している外壁改修

工事の設計業務委託を行

った。 
大井その 2については 1

件で、緊急として漏水調査

業務委託を行った。 
大井その 3については 1

＜評定と根拠＞ 
評定： Ａ 
 耐用年数を経過し老朽化の

著しい施設については、危機管

理の観点から、立退に向けて、

賃借人とも退去時期や条件等

に係る意向を確認しつつ、弁護

士とも相談を行い、法的見解等

も踏まえて粘り強く交渉を行

った。対象施設の 3 施設のうち

2 施設について、交渉の結果、

立退きにあたり必要となる解

約合意書締結に関して、退去日

など相手方の事情によるとこ

ろの大きい項目を除き、概ね合

意に至ることができ、危機管理

の点において大きな進展があ

った。 
 計画的な修繕のほか、毎月の

定期巡回による劣化状況の把

握、賃借人からの修繕要求に基

づく改修・修繕工事等を着実に

実施したことにより、施設の資

産価値の維持及び管理者とし

てのリスクを回避するととも

に、空港と地域の共生にも貢献

することができた。 
大井その 1 については、「騒音

斉合施設大井その 1 点検及び

修繕計画」の 3 件について、計

画どおり実施した。加えて、計

画外の改修等については、賃借

人からの要望による工事や機

構自ら必要と判断した工事を

実施したことなどにより、施設

の資産価値の維持及びリスク

回避とともに、賃借人との信頼

関係の維持向上に寄与するこ

とができた。 
また、大井その 3 の防水改修

工事や大井その 1 の外壁改修

工事に係る設計業務委託を実

施したことにより、令和元年

度、2 年度における本工事の着

実な執行に資することができ

た。 
さらに、大井その 2 の漏水や

その他の施設の不具合に速や

かに対応したことにより、賃借

人との信頼関係の維持向上に

寄与することができた。 
 定期巡回等により、施設の不

評定 Ｃ 
【評定に至った理由】 

修繕計画による修繕のほか、定期巡回による劣化状況等の把握や貸借人からの修

繕要求等に基づき改修、修繕工事等を実施し、賃借人との信頼関係を向上させた。

中期目標における指標である定期巡回による全施設月１回の点検実施に係る達成度

は 100％であり、加えて台風通過後等による緊急点検も実施している。 
また、賃借人の経営状況の把握のため、賃借人と面談などを行うことにより経営

状況をより詳細に把握し、賃貸料滞納や退去のリスクに備え事業継続性の確保を図

ったが、中期目標における指標である全貸借人との情報交換のための面談年１回以

上について内容を精査したところ、福岡空港運営の民間委託について優先交渉権者

の選定結果を情報提供したことは指標にある取組みと認められないことから、当該

指標に係る達成率は 67.7％であった。 
しかし、貸付料の滞納をしていた事業者について、貸付施設 2 カ所の必要性等に

ついて確認・調整を行い、うち 1 カ所の契約を解除し、敷金から未収金を回収する

ことにより機構・賃借人双方の財務状況改善に努めた。 

さらに、施設の資産価値を保全するための修繕等を適切に収入の範囲内で実施し、

貸付料の見直しによる増収により収支率において黒字を確保するなど、事業の健全

性、財務状況改善に寄与した。 

加えて、老朽化著しい３件の施設のうち２件は、弁護士との相談や相手方の意向

や希望を確認しながら丁寧に進めた結果、貸借人の退去について概ね合意に至るこ

とができ、リスク軽減の観点で大きな進展があった。 

以上を踏まえ、一部の指標で達成率 100％未満であったことから、Ｃ評価とした。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 

貸借人の経営状況の更なる把握のため、指標である全貸借人との情報交換のため

の面談等年 1 回以上を確実に実施すること。 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見)  
・Ａ評価で結構。 
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 件で、令和元年度に予定し

ている防水改修工事の設

計業務委託を行った。 
また、その他の施設につ

いては、シャッターや便所

の緊急修繕工事、原状回復

工事を行った。 
〇全ての騒音斉合施設に

ついて、毎月、定期巡回（計

12 回、100％実施）を行う

とともに、ブロック塀調

査・台風後巡回・大雨後巡

回を緊急実施した。 
また、定期巡回の際に施

設点検と合わせて事業の

運営状況を確認するとと

もに、適宜現地にて賃借人

と面談を行うことで、コミ

ュニケーションの強化を

図り信頼関係の構築に努

めつつ、施設の劣化等の状

況の把握に努めた。（経営

状況確認や施設修繕等に

係る面談等 21者229回）

さらに、全ての賃借人に対

し、福岡空港運営の民間委

託について優先交渉権者

の選定結果を情報提供し

た。 
 
〔3.賃借人の経営状況の

把握状況、4.空き施設の後

継賃借人の確保状況、5.事
業の健全性〕 
〇適宜、賃借人と面談を行

い、コミュニケーションの

強化を図り信頼関係の構

築に努めるとともに、月次

報告を求める等、経営状況

の把握に努めた。 
特に、貸付料納入遅延の賃

借人については、面談に加

え、帝国データバンクへの

調査依頼を行った。 
〇賃貸料の未収発生に対

し、その都度、督促状を発

行し、賃借人を訪問のうえ

状況確認を行った。さら

に、厳しい経営状況が続い

ている賃借人に対して、貸

付施設（２か所）の必要性

等について確認・協議・調

整を行い、うち１か所の契

約解除を行った。 
〇滞納状況については、そ

の都度、役員まで報告する

とともに、今後の対応方針

は役員説明を行った上で

具合や劣化の有無、その程度を

早期かつ的確に把握すること

ができた。迅速な修繕対応をし

た結果、施設の事故防止と資産

価値維持、また賃借人との信頼

関係の向上に資することがで

きた。【指標】「定期巡回による

全施設月 1 回の点検実施」は

100％。【指標】「全貸借人との

情報交換のための面談 年 1
回以上」についても 100％であ

る。 
賃借人と直接面談等を行う

ことにより、賃借人の経営状況

について、より詳細に把握する

ことができ、貸付料の滞納や退

去のリスクに備え、事業継続性

の確保を図ることができた。 
数ヶ月継続していた貸付料

の滞納状態について、貸付施設

（2 カ所）の必要性等について

確認・調整のうえ、うち 1 カ所

の契約解除をすることにより、

その敷金から未収金を回収す

ることが可能となり、事業収益

の健全性確保に寄与すること

ができた。 
リスク管理を適切に行い、迅

速な対応によって回収不能金

の発生はなく、平成 31 年 3 月

末時点での賃貸料の滞納はな

い。 
収支状況については、施設の

修繕等を適切に実施しつつ、安

定した収支の確保に努めた結

果、収支率は 96.5%と黒字を確

保し続け、事業の健全性は保た

れている。 
収益性を確保するため、増額

が必要と認められる 1 件につ

いて、粘り強く増額交渉を行

い、変更契約を締結したことに

より 11 月分の貸付料から月額

200 千円（税抜）の増額となり、

事業の健全性･財務状況の改善

に寄与することができた。 
 収支については、貸付施設の

契約解除後、後継賃借人の募集

ができず、貸付施設増が見込め

ない中、既存施設における貸付

料増額交渉や、計画的な改修・

修繕工事等の実施により適切

な維持管理に努めた結果、一貫

して黒字を確保し続けている

状況である。 
このような各事項を勘案し、

A と評価する。 
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決裁をとり、毎月の役員懇

談会でも報告を行った。 
〇収益性を確保するため、

昨年度に引き続き本年度

も増額が必要と認められ

る 1 件について交渉を行

った。 
 
〔6.事務処理の効率化へ

の取組状況〕 
〇貸付物件資料のデータ

ベース（電子資料）を適宜

更新するとともに、専門職

種間（事務職、土木職、建

築職、電気職、機械職）で

当該情報の共有を図った。 
 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（２） 住宅騒音防止対策事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律第

２８条第１項第３号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

 防音工事 

(未実施) 

－ － 2 件      予算額(千円) 52，972     

 防音工事 

(告示日後) 

－ － 1 件      実績額(千円) 32，541     

 更新工事① － － 71 台      職員数(人) 3     

 更新工事① 

(告示日後) 

－ － 5 台            

 更新工事② － － 130 台            

 更新工事② 

(告示日後) 

－ － 2 台            

 更新工事③ － － 12 台            

 問合せ件数 

(うち処理済件数) 

－ － 554 件 

(554 件) 

           

                

 更新工事交付決定

までの処理日数 
60 日以内 

－  100％            

                
                      注）予算額、実績額は一般管理費（管理勘定）を除く。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）住宅騒音防止

対策事業 
住宅騒音防止対策

事業は、航空機騒音

障害の緩和による生

活環境の改善を目的

として、騒音区域（第

一種区域）指定の際

に存在した住宅に対

し、住民からの申請

に基づき、国や地方

公共団体からの助成

を受けて防音工事を

行うとともに、当該

工事により設置され

た空気調和機器の更

新工事などを行う事

業である。 
今後も、騒防法に

基づく国からの補助

事業として、関係自

治体担当者との情報

共有及び積極的な広

報等の取組を通じ

て、事業を円滑かつ

着実に実施すること

により空港周辺住民

の生活環境改善を図

るとともに、事務処

理の効率化等を図

り、事業を着実に推

進していくこと。 
【指標】 
・更新工事交付申請

に対する交付決定ま

での処理日数 ６０

日以内 
（平成 28 年度実績  
60 日） 
 

（２）住宅騒音防止

対策事業 
公共用飛行場周辺

における航空機騒音

による障害の防止等

に関する法律 （昭和

42 年法律第 110 号。

以下「騒防法」とい

う。）」に基づく国や

地方公共団体からの

補助事業として次の

とおり取組む。 
国、福岡県、福岡市

及び関係自治体との

情報共有、自治体広

報誌への事業案内の

掲載や窓口でのパン

フレット等の配布に

よる積極的な広報等

を通じて、事業を円

滑かつ着実に実施す

ることにより空港周

辺住民の生活環境改

善を図る。 
また、事務処理の

効率化等により補助

金申請から交付決定

までの日数の短縮を

最大限図り、事業を

着実に推進してい

く。 
（指標：更新工事交

付申請に対する交付

決定までの処理日数 

６０日以内） 
 

（２）住宅騒音防止

対策事業 
次の取り組みを行

い、事業を着実に推

進する。 
イ  国及び関係自治

体と緊密な連携をと

るとともに、情報の

共有を図る。 
ロ  必要に応じて事

業パンフレット等の

適宜適切な改善に努

めるとともに、自治

体広報誌の活用や地

域へ出向いた説明な

ど、積極的な事業制

度の周知を行う。 
ハ  更新工事にかか

る補助金交付決定事

務の処理期間を短縮

するため、事務処理

の効率化等を図る。 
（指標：更新工事交

付申請に対する交付

決定までの処理日数 

６０日以内） 

＜主な指標等＞ 
１.事業実施状況 
２.予算執行状況 
３．関係自治体との

連携等による事業

の広報及び情報提

供状況 
４.問い合わせ、相談

等への対応状況 
５ .事務処理の効率

化への取組状況 
 
＜定量的指標＞ 
・更新工事交付申請

に対する交付決定

ま で の 処 理 日 数 

６０日以内 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.事業実施状況、2.予算

執行状況、3.関係自治体と

の連携等による事業の広

報及び情報提供状況〕 
〇住宅騒音防止対策事業

については、申請・相談等

に対し迅速かつ丁寧に対

応し、円滑な事業の実施に

向けて取り組んだ。 
〇関係自治体の担当者を

対象に、福岡空港住宅騒音

防止対策事業担当者会議

（平成 30 年 4 月 19 日）

を開催し、事業の概要・制

度等の説明及び質疑応答

を行った。また、より連携

を図るため出席者名簿を

関係自治体すべてで共有

した。 
○4 月、5 月には大阪局、

本省へ赴き予算概算要求

ヒアリングを受けた。ま

た、8 月には住宅騒音防止

対策事業 事業成果検査の

ため本省及び大阪局より

来訪、検査事項について説

明を行った。1 月、2 月に

大阪局、本省へ赴き予算実

施計画ヒアリングを受け

た。 
○今年度は補助金の積算

の元となる単価の変更が

行われたため、適時、国へ

連絡をとり、状況やスケジ

ュールの確認を行った。 
○住宅防音工事の実施に

おいては予定していた 3
件では入札不調となった

ため、3 件を分割して実施

することについての制度

上の確認を随時、国へ連絡

し対応を検討した結果、内

2 件は実施できる見込み

となった。残り 1 件は今年

度に設計のみ行い、翌年度

に工事を行うこととした。 
○8 月の連絡協議会では

＜評定と根拠＞ 
評定： A 
 申請のあった全ての空調機

器更新工事を実施し、空港周辺

住民の生活環境の改善に資す

ることができた。 
 毎年度継続して、事業の概

要・制度等の説明及び質疑応答

を行うことで、事業の受付窓口

の担当者に事業制度や手続き

方法等について理解を深めて

いただき、円滑な事業執行を行

うことができた。また、名簿を

配布することにより関係自治

体間でも住宅騒音対策事業の

担当部署、担当者を把握するこ

とができるようになった。 
電話やメールだけでなく実

際に顔を合わせることにより、

ヒアリングや検査のみならず、

必要な関連情報の提供、共有を

図ることができ、単価の変更に

伴い申込受付の開始時期が変

更となった際も、適時、状況等

を確認することにより迅速に

受付を開始することができた。 
 また、パンフレットの窓口配

布、事業対象区域内の公民館へ

のチラシ配布に加え、昨年度よ

り新たに福岡市の共同利用会

館へのパンフレットの配布も

行っており、さらに関係自治体

が発行している広報誌への事

業案内の掲載は昨年より回数

を増やして住民への情報提供

を行った。過去に更新工事を行

った住宅に対する広報活動に

ついては、チラシを見たことに

よる問い合わせが 26 件あり、

一定の効果が見られた。 
 事業への問い合わせ等に対

し、その都度迅速かつ適切に対

応し解決したことにより、継続

案件は発生していない。 
 工事書類を電子化し、既存シ

ステムと連動させたことで、住

民からの問合せに迅速に対応

できるようにしていることや、

昨年度行った更新工事に係る

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 

防音工事、空調機器更新工事について、申請があった全てを実施し、空港周辺住

民の生活環境の改善をした。 
また、円滑な事業執行のため、関係自治体の担当者を対象に、福岡空港住宅騒音

防止対策事業担当者会議を開催し、事業の概要・制度等の説明及び質疑応答を行い、

事業受付窓口担当者の事業制度や手続き方法等への理解促進を図った。 
さらに、地域住民への広報として、関係自治体が発行している広報誌へ事業案内

の記事を昨年度より回数を増やして掲載するとともに、関係自治体窓口での住宅騒

音防止対策事業パンフレット等の配布や、過去に更新工事を行った住宅で次の空調

機器更新工事を行っていない住宅に対してチラシ配布を行うことにより、更なる制

度周知を図った。 
加えて、工事実績の電子化による問合せ等に係る対応の迅速化、防音工事に係る

書類の見直し等により申込者の負担軽減を図る等を行った。 
空調機器更新工事では交付申請から交付決定までの処理日数が全て 60 日を下回

ったことにより達成度が 100％となり、また、平成 29 年度に改定した説明パンフレ

ットの運用を今年度より開始したこと及び担当職員間での業務分担や事務処理方法

の徹底を図り、平均では指標を大幅に下回る 31.6 日となった。 

なお、空調機器更新工事において予算策定時に見込んだ計画台数を下回る結果と

なったが、本業務は住民からの申請に基づき実施するものであることから、やむを

得ないものである。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しており、指標に示す処理日

数を平均で大幅に短縮しているが、年度計画を上回る取組みを行っているところま

では認められないことから、Ｂ評価とした。 
 

 

【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
・Ａ評価で結構。 
・防音工事について、なるべく早く工事が実施できるよう工夫が必要。 
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国、関係自治体、機構で集

まり事業の情報共有を図

った。3 月にも開催した。 
○関係自治体窓口にて住

宅騒音防止対策事業パン

フレット等を配布した。ま

た、福岡市の共同利用会館

へも更新工事のパンフレ

ット等を配布し、チラシの

掲示を依頼した。 
〇関係自治体の内、福岡市

東区、博多区、大野城市が

発行している広報誌へ事

業案内の記事を掲載した。 
例年、行っている 5月 15

日号と 11 月 15 日号に加

え、東区、博多区は 7 月 15
日号へも掲載を行った。 
○平成１６年度～平成１

７年度に更新工事①及び

①(告)を実施した住宅で、

次の更新工事を行ってい

ない住宅 282 件に対し、チ

ラシを郵送した。 
 
〔4.問い合わせ、相談等へ

の対応状況、5.事務処理の

効率化への取組状況〕 
〇実施した工事関係書類

を電子化して防音工事シ

ステムと連動させること

により、住民からの問合せ

や関係自治体からの相談

等に対して迅速な対応を

可能としている。 
〇申込書類や補助制度の

概要等の申込者へ配付す

る資料は数が多く難解で

あるため、昨年度、更新工

事に係るパンフレット等

を改善したことを踏まえ、

今年度は防音工事につい

ても改善し（書類の統合・

簡素化）、事業に関わる配

付資料全体を見直した。昨

年度、外注による資料作成

から、機構のプリンター等

による作成に変更してお

り、更なる資料改善への速

やかな対応や経費節減に

も引き続き取り組んでい

る。また、申請書とともに

ホームページの見直しも

行い、住民向け、業者向け

書類の大幅な見直しに引き続

き、今年度は防音工事に係る書

類の見直しを行い、申請者が理

解しやすい内容に改善するこ

とで、サービスレベルが向上さ

れ、更に事務処理の効率化も図

られた。昨年度から、資料作成

や印刷について外注をとりや

め職員が直接行っており、資料

改善への速やかな対応や経費

の削減にも貢献するなど事務

処理の効率化に引き続き取り

組んでいるうえ、今年度はホー

ムページを大幅に見直すこと

により、申請者にとって分かり

やすくより制度の周知を図る

ことに尽力した。 
平成 29 年度に改善した更新

工事に係るパンフレット等が

平成 30 年度に配布されたこと

で、申請者にとって理解しやす

い内容の資料となり、申込書類

等の誤記入を防止するととも

に、書類の統合・簡素化により

負担軽減を図ることができた。

補助金交付決定事務の事務処

理を効率化・迅速化するため、

申請不備等への対応は迅速か

つ的確に行い、担当職員間での

業務分担や事務処理方法の徹

底を図り、空調機器更新工事の

173 件（申請 182 件のうち、審

査結果通知後に申請者都合に

より 9 件の取り下げがなされ

た）については、最長処理日数

51 日で交付決定を行い、全て

60 日以内に処理することがで

きた。【指標】「更新工事交付申

請に対する交付決定までの処

理日数 ６０日以内」につい

て、達成率 100％であることに

加え、平均日数では、上記の取

組みにより 31.6 日と処理日数

の大幅な短縮が図られており、

積極的な実施状況にある。 
 このような各事項を勘案し、

A と評価する。 
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のページを区別、分かりや

すい表現への変更、不要な

情報の削除等により分か

りやすい内容へ改善した。 
○住宅騒音防止対策事業

に関する相談は 554 件で、

その内の苦情は 16 件であ

る。なお、相談案件につい

ては、その都度、迅速かつ

丁寧に対応し、継続中の案

件はない。最前線で行政相

談に対応するスキルが必

要なことから、今年度は国

土交通大学校の行政スキ

ル[行政相談対応力](Ⅰ期）

研修へ職員を参加させた。 
○補助金交付決定事務の

事務処理を効率化・迅速化

するため、受付後に不備が

あった場合は当日中に申

請者に電話連絡し、修正内

容がわかる手紙を同封し

返送した。また、複数の職

員が交付申請に必要な確

認作業を行えるようにし、

手分けして事務を行うよ

うにした。 
○平成 29 年度に行った更

新工事に係るパンフレッ

ト等の改善により、平成

30 年度に配布した申込書

類等での事務処理につい

ては、申請者及び機構の双

方における負担軽減や事

務の効率化等を図った。 
○平成 29 年度に行われた

組織再編（課の統合）によ

り担当者は複数の業務を

抱える中、平成 30 年度か

ら新たに事務処理におけ

る進捗表を作成し、申請受

付後の形式審査から 2 度

に渡る内容審査やその後

の処理状況に至るまで担

当者同士共有することに

より、業務の空白期間を解

消し、処理期間の短縮を図

った。 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（３） 移転補償事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律第

２８条第１項第４号 
当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（空港周辺住民の生活基盤である住居等について、申請のあった物
件の着実な移転により、移転申請をした住民の生活環境の改善に資すること、ま
た、25 年閣議決定において、業務の民間委託に向けて業務の適正かつ円滑な実施
を確保するとされているため） 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

実績(現年分)         予算額(千円) 

(うち繰越分(千円)) 

2,986,697 

(165,450) 

    

 土地 － － 8 件 

7,524.41㎡ 

     実績額(千円) 

(うち繰越分(千円)) 

1,702,089 

(165,450) 

    

 建物等 － － 6 件      翌年度への繰越額(千円) 264,600     

          職員数(人) 6     

実績(繰越分)               

 土地 － － 1 件 

622.82 ㎡ 

           

 建物等 － － 1 件            

                

照会・相談件数 

(うち処理済件数) 

－ － 28 件 

(28 件) 

           

               

測量等の調査開始

から契約までの日

数 原則 270 日以

内 

－  100％            

注）予算額、実績額は一般管理費（管理勘定）を除く。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）移転補償事業 

移転補償事業は、
航空機騒音障害の緩
和による生活環境の
改善を目的として、
国からの委託契約に
基づき、騒音区域（第
二種区域）の指定の
際に存在した建物や
土地について、所有
者等からの申請に基
づき、その建物の移
転補償や土地の買い
入れを行う事業であ
る。 
今後も、騒防法に

基づく国からの委託
事業として、地域と
空港の共生に貢献す
る観点から、関係自
治体担当者との情報
共有及び積極的な広
報等の取組を通じ
て、事業を円滑かつ
着実に実施すること
により空港周辺住民
の生活環境改善を図
るとともに、事務処
理の効率化等を図
り、事業を着実に推
進していくこと。 
【指標】 
・申請後の測量等の
調査開始から契約ま
での日数 原則２７
０日以内 
（平成 28 年度実績  
270 日） 
 
【重要度：高】 
空港周辺住民の生

活基盤である住居等
について、申請のあ
った物件の着実な移
転により、移転申請
をした住民の生活環
境の改善に資するこ
と、また、25 年閣議
決定において、業務
の民間委託に向けて
業務の適正かつ円滑
な実施を確保すると
されていることから
重要なものであると
いえる。 

（３）移転補償事業 
騒防法に基づく国

からの受託事業とし
て次のとおり取組
む。 

地域と空港の共生
に貢献するため、測
量等の調査や申請者
との契約交渉などの
スケジュール管理、
事務処理の効率化に
より契約締結までの
日数の短縮を最大限
図る。 

また、国、福岡県、
福岡市及び関係自治
体との情報共有、自
治体広報誌への事業
案内の掲載や窓口で
のパンフレット等の
配布による積極的な
広報、移転補償にか
かる各種相談への対
応により、円滑かつ
着実な事業の実施を
図る。 
（指標：申請後の測
量等の調査開始から
契約までの日数  
原則２７０日以内） 

（３）移転補償事業 
騒防法に基づく国

からの受託事業とし
て、契約締結までの
日数短縮を最大限図
り、円滑かつ着実に
事業を実施するた
め、次のとおり取組
む。 
イ  測量や不動産鑑
定等の調査、申請者
との契約協議や打合
せ、建物撤去工事等
の事業完了までのス
ケジュール管理を徹
底し、契約締結まで
の日数の短期化を図
ると共に、各種調査
の集中的な発注等に
より事務処理を効率
化する。 
ロ  国及び関係自治
体との情報共有、及
び自治体広報誌への
事業案内の掲載や公
共施設窓口でのパン
フレット配布等によ
る広報を実施すると
共に、申請、境界画
定、建物撤去等の移
転補償にかかる各種
相談へ適切に対応す
るほか、申請者の利
便性や理解に資する
よう、移転補償手続
を解説した資料（「し
おり」）の見直しを行
う。 
（指標：申請後の測
量等の調査開始から
契約までの日数  
原則２７０日以内） 
 

＜主な指標等＞ 
１．事業実施状況 
２．予算執行状況 
３．事務処理の効率
化への取組状況 
４．広報及び情報提
供状況 
５．申請等に係る事
前の照会・相談の対
応状況 
 
＜定量的指標＞ 
・申請後の測量等の
調査開始から契約
までの日数 原則
２７０日以内 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.事業実施状況、2.予算
執行状況、3.事務処理の効
率化への取組状況〕 
〇平成 30 年度において 9
件の契約を行い、円滑かつ
効率的に事業を実施した。 
 
〇移転計画が円滑に進む
よう、申請者毎に作成した
個別スケジュール表及び
申請者全員を網羅する全
体スケジュール表を作成・
活用し、測量、建物等調査、
不動産鑑定のスケジュー
ル管理及び申請者との調
整を行い、契約締結までの
日数短縮を図った。 
○複数の物件の測量、建物
等調査、不動産鑑定をそれ
ぞれとりまとめて発注し、
事務処理の効率化を図っ
た。 
 
〔4.広報及び情報提供状
況、5.申請等に係る事前の
照会･相談の対応状況、〕 
〇関係自治体が発行して
いる広報誌へ事業案内の
記事を掲載するとともに、
引き続き地域住民の方々
の目に触れる機会が増え
るよう事業を案内するチ
ラシを事業対象区域の公
民館、共同利用会館へ配布
し事業の広報に努めた。 
〇移転補償にかかる各種
相談（申請、境界画定、建
物撤去等）について、迅速
かつ適切な対応を行うと
ともに、申請者の利便性や
理解に資するよう、移転補
償手続きを解説した資料
「しおり」を見直した。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ｂ 
 申請者と進捗状況を確認、調
整を行いながら着実に移転計
画を進めた結果、9 件の物件に
ついて契約が完了し、これによ
り空港周辺住民の生活環境の
改善を図ることが出来た。 

複数の物件の測量、建物等調
査、不動産鑑定をそれぞれとり
まとめて発注することで、事務
の効率化を図るとともに、全体
スケジュール管理及び申請者
との調整を着実に行うことに
より、契約締結までの日数短縮
を図り、円滑かつ効率的に事業
を推進することができた。その
結果、【指標】「申請後の測量等
の調査開始から契約までの日
数 原則 270 日以内」につい
て、平成 30 年度の実績は、例
外物件を除いた 7 件について、
測量等調査開始から契約締結
までの日数を 270 日以内に行
い、達成率 100％とすることが
出来た。 

なお、例外物件の 2 件は、財
務省との取得協議手続きを必
要とする物件であり、1 件は
286 日、1 件は 301 日となって
いるが、いずれも年度内に契約
締結を行い、着実に事業を進め
ることができた。また、実績件
数 9 件について、平成処理日数
は目標日数 270 日を下回る
244.1 日となった。 

関係自治体広報誌への事業
案内の記事の掲載及び、公民
館、共同利用会館にて移転補償
事業案内のチラシを配布した
結果、所有地が補償対象か否か
の問い合わせがある等、一定の
効果が見られた。なお、平成 30
年度における照会は 28 件であ
り、全て適切に回答し、解決済
みである。 
 事前の相談や問い合わせに
対し、解説資料を 2 分冊へと改
訂し見直した結果、最初の説明
の際に使用する事業全般の内
容が簡潔に記載された概要版
と、申請時に必要となる具体的
な手続きとに分けて、使用目的
に応じて使い分け、申請者に対
して分かりやすく丁寧に説明
を行うことで、利便性の向上に
努めており、着実な実施状況に

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 

申請者ごとのスケジュールを作成し、申請者と進捗状況を確認しながら移転計画

を進めた結果、申請後の測量等の調査開始から契約締結までの日数 270 日以内を達

成できた件数は、9 件中 7 件であるが、財務省との取得協議手続きが追加されたこ

とにより処理日数 270 日を超過した 2 件を原則以外の取扱とした結果、達成率は

100％である。なお、原則以外の取扱とした 2 件について、取得協議手続きを除いた

処理日数はいずれも 270 日以内となっている。 
また、解説資料の改訂を行い、最初の説明で使用する簡潔な解説資料と申請後に

必要となる具体的な手続きを説明する解説資料の 2 分冊とし、これらを使い分ける

ことにより、移転補償事業への理解促進を図り、事業の円滑な実施に寄与した。 
なお、案件の取下げや翌年度への繰越が発生しているが、全て申請者の都合によ

るものであり、本業務は住民からの申請に基づき実施するものであることから、や

むを得ないものである。また、申請者の都合により申請後の移転対象土地面積が減

少した案件も発生したが、これも事業の性質上、やむを得ないものである。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とした。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】  
(外部有識者からの意見) 
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ある。 
これらを踏まえ、B と評価す

る。 
 

 

４．その他参考情報 
 

 

  



15 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（４） 緑地造成事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律第

２８条第１項第１号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

造成面積 － － 1,418 ㎡      予算額(千円) 35,657     

         実績額(千円) 19,297     

         職員数(人) 1     

               

               

               

注）予算額、実績額は一般管理費（管理勘定）を除く。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４） 緑地造成事業 

緑地造成事業は、

騒音区域（第三種区

域）において、航空機

騒音障害の緩和によ

る生活環境の改善を

目的とし、移転補償

事業により国が取得

した土地について、

国からの委託契約に

基づき緩衝緑地帯の

整備を行う事業であ

る。 
今後も、騒防法に

基づく国からの委託

事業として、地域と

空港の共生に貢献す

る観点から、航空機

騒音障害の緩衝帯で

ある緑地造成につい

て、事務処理の効率

化等を図り、事業を

着実に推進していく

こと。 
 

（４）緑地造成事業 
騒防法に基づく国

からの受託事業とし

て、地域と空港の共

生に貢献するため、

航空機騒音障害の緩

衝帯である緑地造成

について、事務処理

の効率化等を図り、

事業を着実に推進し

ていく。 
 

（４）緑地造成事業 
次の取り組みを行

い、事業を着実に推

進する。 
イ  買収済みの土地

約０．１ｈａについ

て造成・植栽を実施

する。 
ロ  事務処理の効率

化を図るため、設計

業務及び工事のスケ

ジュール管理を的確

に行う。 
 
 

＜主な指標等＞ 
１．事業実施状況 
２．予算執行状況 
３．地元及び関係機

関との調整状況 
４．事務処理の効率

化への取組状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.事業実施状況、2.予算

執行状況〕 
〇国が移転補償跡地とし

て買収した土地について、

国からの委託を受け、年度

計 画 ど お り 約 0.1ha
（1,418 ㎡）の造成・植栽

を 100％着実に実施すべ

く、地元及び関係機関との

調整を行い、測量設計業務

及び緑地造成工事を実施

した。 
〇年度計画の整備予定面

積 0.1haについては 100％
着実に執行しているが、予

算執行率が 54.1％となっ

た理由は、予算額の算定に

おける測量設計業務及び

緑地造成工事について、国

の基準に基づき適正に積

算を実施しているものの、

結果として予定価格を大

幅に下回る低入札での契

約となり、入札差金が発生

したためである。なお、低

入札については、低入札価

格調査を行った結果、契約

が計画どおりに履行され

ることを確認している。 
 
〔3.地元及び関係機関と

の調整状況〕 
〇地元自治会及び、造成し

た緑地の管理者となる空

港事務所との調整を綿密

に行い、意見や要望の把握

に努めながら、測量設計業

務及び緑地造成工事を実

施した。 
 
〔4.事務処理の効率化へ

の取組状況〕 
〇設計業務のチェックリ

ストを作成し、検討項目の

漏れ防止及び作業工程の

進捗状況の把握を行い、適

切な管理に努めた。 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ｂ 
 国から委託を受けた約 0.1ha
について計画どおり緩衝緑地

帯を整備することで、緑地がも

つ、騒音及び排気ガスの低減・

緩和機能や修景機能により、周

辺住民の生活環境の改善に寄

与することができた。 
 調整を綿密に行い（7 回）、地

元自治会及び管理者の意見等

に配慮することで、円滑かつ着

実に事業を推進した。 
 設計業務のチェックリスト

を作成・活用し、受注者と進捗

状況を共有することにより、業

務を円滑に、確実かつ効率的に

執行することができ、設計図書

の品質が確保された等、着実な

実施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価す

る。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 

設計業務のチェックリストを作成し、検討項目の漏れ防止及び作業工程の進捗状

況の把握を発注者と受注者が共有することで、事業を確実かつ効率的に執行するこ

とができた。 
また、地元自治会及び造成した緑地の管理者となる空港事務所との調整を密に行

い意見や要望の把握に努め、反映させることにより事業を円滑かつ着実に推進し、

整備予定面積について 100%の造成、植栽を実施した。 
なお、本事業に係る契約は予定価格を大幅に下回る低入札の契約となったが、低

入札価格調査を行い、契約が計画どおり履行されることを確認している。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とした。 

 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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４．その他参考情報 
 

 

  



18 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１）① 業務改善の取組 
業務運営の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 国の行政の業務改

革に関する取組方針

（平成 26 年 7 月 25
日総務大臣決定）等

で示された業務の見

直し及び業務処理の

電子化等を踏まえ、

以下の取組を行うこ

とにより、コスト削

減等を推進し業務運

営の効率化を図るこ

と。 
（１）業務改善の取

組 
①  業務運営の効率

化 
現体制の下、人材

の確保・育成、技術の

承継により組織を一

層活性化するととも

に、将来の事業見込

み等にも留意しつつ

更なる業務の見直し

を行い効率的な事業

執行を図ること。 
 

国の行政の業務改

革に関する取組方針

（平成 26 年 7 月 25
日総務大臣決定）等

で示された業務の見

直し及び業務処理の

電子化等を踏まえ、

以下の取組を行うこ

とにより、コスト削

減等を推進し業務運

営の効率化を図る。 
（１）業務改善の取

組 
①  業務運営の効率

化 
現体制の下、人材

の確保・育成、技術の

承継により組織を一

層活性化するととも

に、将来の事業見込

み等にも留意しつつ

更なる業務の見直し

を行い効率的な事業

執行を図る。 
イ  人材の確保につ

いては、出向元であ

る国、福岡県及び福

岡市との綿密な人事

調整を行い、空港周

辺環境対策事業の円

滑な運営に必要な専

門的能力及び知識を

有する役職員を確保

する。 
ロ  外部講師による

研修の実施や外部研

修への参加等によ

り、職員の育成を促

進し、効率的な業務

運営、組織の活性化

を図る。 
ハ 出向元である国、

福岡県及び福岡市か

ら新たに配属された

職員への機構の事業

全体像についての研

修の開催や、最新の

規則規程についても

組織内のイントラネ

国の行政の業務改

革に関する取組方針

（平成 26 年 7 月 25
日総務大臣決定）等

で示された業務の見

直し及び業務処理の

電子化等を踏まえ、

以下の取組を行うこ

とにより、コスト削

減等を推進し業務運

営の効率化を図る。 
（１）業務改善の取

組 
①  業務運営の効率

化 
現体制の下、人材

の確保・育成、技術の

承継により組織を一

層活性化するととも

に、将来の事業見込

み等にも留意しつつ

更なる業務の見直し

を行い効率的な事業

執行を図る。 
イ  人材の確保につ

いては、出向元であ

る国、福岡県及び福

岡市との綿密な人事

調整を行い、空港周

辺環境対策事業の円

滑な運営に必要な専

門的能力及び知識を

有する役職員を確保

する。 
ロ  外部講師による

研修の実施や外部研

修への参加等によ

り、職員の育成を促

進し、効率的な業務

運営、組織の活性化

を図る。 
ハ 出向元である国、

福岡県及び福岡市か

ら新たに配属された

職員への機構の事業

全体像についての研

修の開催や、最新の

規則規程についても

組織内のイントラネ

＜主な指標等＞ 
１．国（航空局）、福岡

県及び福岡市との人事

調整状況 
２．外部講師等による

研修の実施状況 
３．外部研修への参加

状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔１．国（航空局）、福岡県

及び福岡市との人事調整

状況〕 
○事業運営に必要な専門

的能力及び知識を有する

人材を確保するため、出資

者である国（航空局）及び

地方自治体（福岡県・福岡

市）と、適時人事調整を行

った。 
○業務運営の効率化及び

業務の質の向上を図り、各

事業については、専門職種

の技術力をより有効に活

用すべく、機械、建築職員

が課の垣根を越えて兼務

することにより、工事等に

おける積算業務等に関し

相互にアドバイスを行う

等、専門職種が有機的な連

携を図ることにより、事業

を効率的に実施した。 
○幅広い人材確保に向け

て、女性登用を進めてお

り、「女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する

法律」（平成 27 年法律第

64 号）及び「第４次男女共

同参画基本計画」（平成 27
年 12 月 25 日閣議決定）

等を踏まえ、「独立行政法

人空港周辺整備機構 女

性の活躍推進に係る行動

指針」に基づく、男女共同

参画及びワーク・ライフ・

バランスに関する研修の

実施、部分休業対象年齢引

き上げ等、女性、育児・介

護に携わる全職員が活躍

できる職場環境の整備に

向けて取り組んだ。今後

も、女性職員を対象とした

外部研修に参加を促す等、

更なる取組を行うことと

している。 
 
〔2.外部講師等による研

＜評定と根拠＞ 
評定： Ｂ 

事業運営に必要な専門的能

力及び知識を有する人材を確

保するため、国（航空局）及

び地方自治体（福岡県・福岡

市）と、適時人事調整を行っ

た。 
職員のスキルアップ・意識

改善を図るため、内部研修を

6 回開催するとともに、外部

機関が実施する研修（30 研

修）に積極的に職員を参加さ

せる等、組織の一層の活性化

を図るための取組を行ってお

り、着実な実施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
国、県、市と人材確保のため適時人事調整を行った。また、女性の活躍推進に係

る独自の行動指針に基づくワーク・ライフ・バランスに関する研修の実施など全職

員が活躍できる職場環境の整備に向けて取り組んだ。 
他に、新しく配属された職員に対して新規採用者研修を都度実施し、改正通則法

の趣旨を踏まえた役職員に対するコンプライアンス研修など内外実施の多数の研

修に積極的に職員を参加させ、スキルアップと意識改善を図った。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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ットで閲覧できる状

態にし、効率的に知

識、情報及び技術を

承継していく。 

ットで閲覧できる状

態にし、効率的に知

識、情報及び技術を

承継していく。 

修の実施状況〕 
○内部研修として、平成

30 年 5 月 21,22 日に新規

採用（出向）職員研修（参

加者 11 名）を行い、新規

採用者が機構の概要・各課

の事業概要等、新人として

の基本的な知識を習得し

た。 
 また、平成 30 年 10 月 3
日に職場における様々な

ハラスメント及びワーク・

ライフ・バランスに関する

研修（参加者 25 名）、平成

30年 11月 6日に人権等に

関する研修（参加者 26 名）

を行い、それぞれ基本的な

知識を学習する等、職員の

スキルアップ・意識改善を

図った。 
 加えて、改正通則法の主

旨を踏まえ、役職員に対す

るコンプライアンス研修

（参加者 25 名） 、情報セ

キュリティ研修（参加者

27 名）を開催し、コンプラ

イアンス及び情報セキュ

リティに対する基本的な

知識を習得する等職員の

意識改善を図った。 
 また、内部監査（業務監

査及び会計監査）を実施す

るにあたり、内部監査の知

識を習得するため外部研

修に職員を派遣する等、着

実な内部統制の推進に取

り組んだ。 
 さらに、職員のリスク管

理意識の向上を図るため、

安全運転研修（参加者 31
名）に加え、新たにクレー

ム対応研修（参加者 32 名）

を実施した。 
 なお、研修の効果把握に

関する無記名アンケート

を行った結果、概ね研修内

容に満足との意見で、自身

の知識や能力の向上に役

立ったとの回答が多く、研

修の趣旨である職員のス

キルアップ・意識改善に一

定の効果が見られた。 
 
〔3.外部研修への参加状

況〕 



21 

○上記研修以外にも、外部
機関が開催している研修
（30 研修）へ積極的に職
員を派遣し、職員のスキル
アップと意識改善を図っ
た。 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１）② 業務改善の取組 
事業費の抑制 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
事業費(予算額)(千円) 前中期目標期間の

最終年度比で５％

以上に相当する額

を削減 

2,156,546 3,568,918      

 

 上記削減率(％)  － ▲65.5%      

 達成度  － －     年度計画で数値を定量化していな

いため、中期計画最終年度において

達成度の算出を行う。 

事業費(実績額)(千円)  1,776,844 2,228,014      
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ② 事業費の抑制 

事業費について、

中期目標期間の最後

の事業年度におい

て、前中期目標期間

の最終年度比で５％

程度に相当する額を

削減すること。 

② 事業費の抑制 
事業費について、

事業執行方法の改善

等を通じて効率化を

推進し、中期目標期

間の最後の事業年度

において、前中期目

標期間の最終年度

（平成 29 年度）比で

５％以上に相当する

額を削減する。 

② 事業費の抑制 
事業費について、

中期計画で定められ

た削減率を達成すべ

く引き続き事業の効

率的かつ合理的な執

行に努める。 

＜主な指標等＞ 
１．事業費の削減状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.事業費の削減状況〕 
〇平成 30 年度予算は、第

3 期中期計画に引き続き

事務処理の効率化を図り、

経費の節減に努めること

としている。事業費全体に

ついては、移転補償事業に

おいて多数の案件の申込

みしていることから、第 3
期中期最終年度（平成 29
年度）と比べて 65.5％増加

している。 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 引き続き適正な競争入札に

向けた取組を行う等、事業の

効率的な執行に努めてきてお

り、移転補償事業において多

数の申込み件数があったこと

により、平成 29 年度予算と比

し 65.5％の増加となったが、

経費削減効果としては、引き

続き一般競争契約に積極的に

取り組んだ結果、入札差金と

して約 48 百万円節減してい

る。   
これらを踏まえ、B と評価

する。 
 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
平成 29 年度予算と比較し△65.5％の削減率となっているが、移転補償事業にお

いて平成 29 年度と比較して多数の申込件数があったことによるものであり、平成

29 年度予算と比較すると件数は 6 件増加（土地 3 件、建物 3 件）し、土地面積は

5,196.83 ㎡増加（増加率 77.8％）している。なお、移転補償事業は全体事業費の

約 83.7％を占めており、当該予算を構成する大部分が土地買い入れ及び建物補償

に係る費用である。 

一方、移転補償事業以外の事業における予算は 7.6％の削減率となっており、一

般競争入札の積極的な採用により執行額も節減している。 

以上のとおり、事業費全体の予算額は上昇したものの、大宗を占める移転補償事

業の性格に起因するものであり、総合的に判断し、Ｂ評価とした。なお、移転補償

事業の令和元年度予算は 858 百万円（平成 30 年度からの削減率 71.3％）となって

いるところである。 

 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１）③ 業務改善の取組 
一般管理費の抑制 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
一般管理費(予算額)(千

円) 

前中期目標期間の

最終年度比で１

５％以上に相当す

る額を削減 

81,591 74,123      

 上記削減率(％)  － 9.2%      

 達成度  － －     年度計画で数値を定量化していな

いため、中期計画最終年度において

達成度の算出を行う。 

一般管理費(実績額)(千

円) 

 64,282 64,869      

         
         

  注１）一般管理費は、人件費及び特殊要因により増減する経費を除く。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ③ 一般管理費の抑

制 
  一般管理費（人件

費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、中期

目標期間の最後の事

業年度において、前

中期目標期間の最終

年度比で１５％程度

に相当する額を削減

すること。 
 

③  一般管理費の抑

制 
一般管理費（人件

費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、業務

運営の効率化を図る

ことにより、中期目

標期間の最後の事業

年度において、前中

期目標期間の最終年

度（平成 29 年度）比

で１５％以上に相当

する額を削減する。 
 

③  一般管理費の抑

制 
一般管理費（人件

費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、中期

計画で定められた削

減率を達成すべく、

引き続き事業の効率

的かつ合理的な執行

に努める。 
 
 

＜主な指標等＞ 
１．一般管理費の削減

状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.一般管理費の削減状

況〕 
○平成 30 年度予算は、第

3 期中期計画に引き続き

事務諸費等の節減に努め

ることとしており、第 3 期

中期最終年度（平成 29 年

度）と比べて 9.2％に相当

する予算額を削減した。 
○一般管理費全体での不

用額は約 9 百万円となっ

ている。 
 
【主な取組】 
・事務諸費の節減（購入備

品の精査、空調機の適正な

温度管理の徹底等） 
・パック旅行の推進によ

る旅費の節減等 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 一般管理費については、引

き続き事務諸費の節減や旅費

の節減に努めたことで、平成

29 年度比 9.2%に相当する予

算額を削減した。 
 これを踏まえ、B と評価す

る。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
前中期目標期間の最終年度比で 15％以上に相当する額を削減するとしていたも

のを、事務諸費等の節減に努め、中期目標期間初年度において予算額で 9.2％の削

減を行ったことから、目標達成に向けて順調に推移しているといえる。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１）④ 契約の適正化・調達の合理化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ④ 契約の適正化・調

達の合理化 
引き続き、「独立行

政法人における調達

等合理化の取組の推

進について」（平成 27
年 5 月 25 日総務大

臣決定）等を踏まえ、

契約の適正化を推進

し、公正かつ透明な

調達手続による適切

で迅速かつ効果的な

調達を実現する観点

から、機構内の推進

体制を整備し、外部

有識者等による契約

監視委員会を活用す

るとともに、毎年度

「調達等合理化計

画」を策定・公表し、

年度終了後、実施状

況について評価・公

表を行うこと。また、

一般競争入札等を原

則としつつも、随意

契約によることがで

きる事由を会計規程

等において明確化

し、公正性・透明性を

確保しつつ合理的な

調達を実施するこ

と。 

④ 契約の適正化・調

達の合理化 
引き続き、「独立行

政法人における調達

等合理化の取組推進

について」（平成 27
年 5 月 25 日総務大

臣決定）等を踏まえ、

契約の適正化を推進

し、公正かつ透明な

調達手続による適切

で迅速かつ効果的な

調達を実現する観点

から、機構内の推進

体制を整備し、外部

有識者等による契約

監視委員会を活用す

るとともに、毎年度

「調達等合理化計

画」を策定・公表し、

年度終了後、実施状

況について評価・公

表を行う。 
また、一般競争入

札等を原則としつつ

も、随意契約による

ことができる事由を

会計規程等において

明確化し、公正性・透

明性を確保しつつ合

理的な調達を実施す

る。なお、新たに競争

性のない随意契約を

締結する全ての案件

について、機構内に

設置する入札及び契

約事項審査会による

事前点検を行う。 
 

④ 契約の適正化・調

達の合理化 
引き続き、「独立行

政法人における調達

等合理化の取組推進

について」（平成 27
年 5 月 25 日総務大

臣決定）等を踏まえ、

契約の適正化を推進

し、公正かつ透明な

調達手続による適切

で迅速かつ効果的な

調達を実現する観点

から、機構内の推進

体制を整備し、外部

有識者等による契約

監視委員会を活用す

るとともに、毎年度

「調達等合理化計

画」を策定・公表し、

年度終了後、実施状

況について評価・公

表を行う。 
また、一般競争入

札等を原則としつつ

も、随意契約による

ことができる事由を

会計規程等において

明確化し、公正性・透

明性を確保しつつ合

理的な調達を実施す

る。なお、新たに競争

性のない随意契約を

締結する全ての案件

について、機構内に

設置する入札及び契

約事項審査会による

事前点検を行う。 
調達等合理化計画

においては、一般競

争入札等の競争性の

ある契約について、

施工箇所を取りまと

めて発注するほか、

仕様書や、入札説明

書、入札参加資格要

件等の継続的な見直

しを実施し、競争性・

透明性が確保される

＜主な指標等＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■重点的に取り組む分

野 
 
１．施工箇所等の取りま

とめ 
＜当該取組の実施状

況、取りまとめ件数３

件以上＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■重点的に取り組む分野 
 
 
〔1. 施工箇所等の取りま

とめ＜3 件以上＞〕 
〇移転補償事業のフェン

ス設置工事や測量対象地

調査の施工箇所について

は、発注時期を勘案した上

で、複数に点在していても

関係者にとって不利益と

ならない範囲でまとめて

発注したことで合理的な

調達実施に取り組んだ。 

 また、緑地造成事業の緑

地造成工事や測量及び設

計業務についても、施工箇

所を取りまとめて発注し

たことで競争性・透明性が

確保されるように取り組

んだ。 

 具体的な実施状況につ

いて、「平成 30 年度緑地造

成事業緑地造成工事」にお

いては、２箇所の工事を取

りまとめて一般競争入札

を行ったことにより、予定

価格 22,696,200 円に対し

て契約金額は 15,444,000

円（落札率 68.1％）で入札

参加者は 10 名となるな

ど、経費の節減や入札参加

意欲の向上を図ることが

できた。 

 また、「平成 30 年度福岡

空港周辺ネットフェンス

等設置工事（その２）」にお

いては、３箇所に点在する

工事を取りまとめて一般

＜評定と根拠＞ 
全体評定：Ｂ 

 重点的に取り組む分野の一

部にＡ評価が見られるもの

の、調達に関するガバナンス

の徹底は、Ｂ評価としている

ことから、総合的に判断し、

全体評価はＢ評価とする。 

 

 

 

 

 

（個別Ａ） 

施工箇所等の取りまとめにつ

いては、発注時期を勘案した

上で、複数に点在していても

関係者にとって不利益となら

ない範囲でまとめて発注した

ことで合理的な調達実施を行

った結果、所期の目標を上回

る成果が得られていることを

踏まえ、Ａ評価とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
調達等合理化計画による取組として、1.施工箇所等の取りまとめについて、関係

者にとって不利益とならない範囲で発注をとりまとめることによる経費削減を図

った。2. 仕様書、入札説明書、入札参加資格要件及び公告期間の継続的見直しに

ついて、新規事業者の参入を促進するため、仕様書に業務内容を可能な限り具体的

に記載することや同業種区分内で複数の等級を対象とする入札参加要件の緩和等

により入札参加者の増に繋げた。3. 電気使用量について、空調機の更新や適正な

温度管理を徹底した結果、調達等合理化計画における対前年比▲3%の目標を大幅

に上回る対前年比 28.3%減少し経費節減となった。 
調達に関するガバナンスの徹底のため、入札及び契約事項審査会を入札案件、随

意契約案件全てで開催し、各案件の点検、確認を実施した。さらに、不祥事発生の

未然防止のため、内部統制委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会を

通じて各種取組みを実施した。また、内部監査では監査員を外部研修に参加させス

キル向上を図ったうえで実施している。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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よう努める。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．仕様書、入札説明

書、入札参加資格要件

及び公告期間の継続的

見直し 

＜当該取組の実施状

況、入札参加資格要件

（ランク）の緩和３件

以上＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

競争入札を行ったことに

より、入札事務の効率化を

図ることができた。 

 更に、「平成 30 年度福岡

空港周辺地積測量図作成

等業務」においては、６箇

所に点在する調査対象地

を取りまとめて一般競争

入札を行ったことにより、

予定価格 5,556,584 円に

対 し て 契 約 金 額 は

2,149,200 円 （ 落 札 率

38.7％）となるなど経費の

節減を図ることができた。 

 このような結果、全体の

取りまとめ件数は、目標３

件以上に対し、実績６件と

対前年度計画値120％以上

となっている。 
 
〔2. 仕様書、入札説明書、

入札参加資格要件及び公

告期間の継続的見直し〕 
〇一般競争入札について

は、仕様書において対象と

なる業務内容を可能な限

り具体的に記載し、入札及

び契約事項審査会による

事前点検を行うことで入

札案件における競争性、公

平性、透明性を高め、新規

事業者の参入促進に取り

組んだ。 

 また、既存のルールを遵

守しつつ、同業種区分内で

複数の等級を対象とする

入札参加資格要件（ラン

ク）の緩和を行うことで競

争性の確保に取り組んだ。 

具体的な実施状況につ

いて、「騒音斉合施設大井

その１外壁改修工事設計

業務委託」においては、入

札参加資格がＡ等級とな

るが、Ｂ等級も対象に加え

たことにより、Ｂ等級４

者、Ａ等級１者となり、競

争性の確保を図ることが

できた。 

更に、全ての入札の公告

期間は 10 日以上となって

おり、履行期間への影響が

生じない範囲内で十分な

公告期間を確保すること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個別Ａ） 

＜評定と根拠＞ 

一般競争入札については、

仕様書の記載内容や公告期間

の確保に関して入札及び契約

事項審査会による事前点検を

行うことにより、入札案件に

おける競争性、公平性、透明

性を高めている。 

また、既存のルールを遵守し

つつ、同業種区分内で複数の

等級を対象とする入札参加資

格要件（ランク）の緩和を行

った結果、所期の目標を上回

る成果が得られていることを

踏まえ、Ａ評価とする。 
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３. その他 

＜電力使用量節減（電

力使用量対前年比３％

減少）＞ 
 
 
 
 
 
 
■調達に関するガバナ

ンスの徹底 
 
１．随意契約に関する

内部統制の確立 

＜該当案件 100％点検

＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．不祥事の発生の未

然防止・再発防止のた

めの取組 

＜内部統制委員会、コ

ンプライアンス委員

会、リスク管理委員会

をそれぞれ３回以上開

催、職員を外部研修へ

１回以上参加＞ 
 
 
 
 

ができた。 

 このような結果、入札参

加資格要件の緩和件数は、

目標の３件以上に対し、実

績５件と対前年度計画値

120％以上となっている。 
 
〔3. その他〕 
〇電力使用量節減につい

ては、空調機の更新及び適

正な温度管理を徹底した

ことで、電力使用量が対前

年比28.3％減少し、評価指

標を達成している。 
 
 
 
■調達に関するガバナン

スの徹底 
 
〔1. 随意契約に関する内

部統制の確立〕 
〇調達に関するガバナン

スを徹底するため、入札案

件、随意契約案件ごとに入

札及び契約事項審査会を

開催し、調達内容の妥当性

や随意契約を行うことが

真にやむを得ない案件で

あるか、点検、確認を行っ

ている。 

 
〔2. 不祥事の発生の未然

防止・再発防止のための取

組〕 
○内部統制委員会（３回開

催）による取組について

は、内部統制に関する内部

統制の推進に関する事項

について、検討、審議を行

っている。 

コンプライアンス委員

会（３回開催）による取組

については、コンプライア

ンス研修によるコンプラ

イアンスに対する啓発を

行うことができた外、各課

において、他の行政機関で

起きたコンプライアンス

違反事例に関する討議を

行い、コンプライアンス意

識の醸成、コンプラチェッ

クによるセルフチェック

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

（個別Ｂ） 

＜評定と根拠＞ 

評価指標の達成を踏まえ、Ｂ

評価とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個別Ｂ） 

＜評定と根拠＞ 

調達に関しては、内部規程等

を整備し、必要に応じて入札

及び契約事項審査会による点

検、確認を行う体制が構築さ

れていることを踏まえ、Ｂ評

価とする。 

 

 

 

 

（個別Ｂ） 

＜評定と根拠＞ 

不祥事件の発生の未然防止・

再発防止については、左記の

各委員会が継続的な取組を行

った結果、不祥事件の発生が

無かったことを踏まえ、Ｂ評

価とする。 
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リスク管理委員会（３回

開催）による取組について

は、調達事務に関する業務

フローチャートを踏まえ、

リスク管理表におけるリ

スクレベルの再点検を行

っている。 

内部監査（業務監査・会計

監査）による取組について

は、監査実施に際して、指

名した監査員の監査スキ

ル向上のため外部研修に

参加させるとともに、監査

計画の策定から内部監査

における指摘事項のフォ

ローアップまでを当該年

度内に完了させるため、適

切なスケジュール管理を

行っている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１）⑤ 業務改善の取組 
給与水準の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ⑤  給与水準の適正

化 
給与水準について

は、引き続き、国家公

務員の給与水準を十

分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り

方について厳しく検

証した上で、目標水

準・目標期限を設定

してその適正化に計

画的に取り組むとと

もに、その検証結果

や取組状況を毎年度

公表すること。 
 

⑤  給与水準の適正

化 
給与水準について

は、引き続き、国家公

務員の給与水準を十

分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り

方について厳しく検

証した上で、目標水

準・目標期限を設定

してその適正化に計

画的に取り組むとと

もに、その検証結果

や取組状況を毎年度

公表する。 

⑤  給与水準の適正

化 
給与水準について

は、平成２６年度４

月において、「一般職

の職員の給与に関す

る法律」の適用を受

ける国家公務員の給

与と同一の水準とな

るよう改正を行って

いる。引き続き、一般

職の職員の給与に関

する法律の改正状況

を把握し、それに準

じて適宜適切に改定

を行う。また、その改

定結果や取組状況を

毎年度公表する。 
 

＜主な指標等＞ 
１．対国家公務員指数

（ラスパイレス指数）

の状況 
２．役職員給与の適正

化の取組状況 
３．国家公務員の給与

に準じた運用状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.対国家公務員指数（ラ

スパイレス指数）の状況、

2.役職員給与の適正化の

取組状況〕 
〇平成 25 年度より、機構

俸給表を国家公務員行政

職俸給表（一）と同一とし

ている。 
また、平成 30 年度にお

いては「一般職の職員の給

与に関する法律等の一部

を改正する法律」を踏ま

え、当機構においても国の

制度にあわせた見直しを

行い、取組状況を令和元年

6 月に公表した。 
なお、当機構の対国家公

務員指数の平成 30 年度実

績は 101.5 であり、国家公

務員とほぼ同水準になっ

ている。 
 
〔3.国家公務員の給与に

準じた運用状況〕 
〇官民格差等に基づく給

与水準改定 
１．俸給の引き上げ  
①俸給月額 俸給表を平均

0.2％引上げ  
②ボーナス 4.40 月分→

4.45 月分に引上げ 
２．措置の実施時期  
①平成 30 年 4 月から実施

（平成 31 年 1 月給与にて

遡及）   
②平成 30 年 12 月から実

施（平成 31 年 1 月給与に

て遡及） 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 平成 25 年度より、機構独自

の俸給表を国家公務員行政職

俸給表（一）と同一としてい

る。 
 また、「一般職の職員の給与

に関する法律等の一部を改正

する法律」に基づき、当機構

においても国の制度に併せた

見直しを行った。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
給与水準については、独立行政法人通則法第５０条の１０第３項の規定の趣旨

により、国家公務員の給与水準を踏まえて定められていることから、給与水準の設

定の考え方は妥当であり、適正な運用に努めている。 
また、その内容をホームページで公表しており、適切に対応している。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 

 

【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（２） 業務の電子化及びシステムの最適化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）業務の電子化

及びシステムの最適

化 
業務運営の簡素化

及び効率化を図るた

め、再開発整備事業

貸付物件資料のデー

タベース化拡充、住

宅騒音防止対策事業

工事関係書類の電子

化と防音工事システ

ムとの連動推進な

ど、ＩＣＴの活用等

により、業務の電子

化及びシステムの最

適化を推進するこ

と。 
 

（２）業務の電子化

及びシステムの最適

化 
業務運営の簡素化

及び効率化を図るた

め、再開発整備事業

貸付物件資料のデー

タベース化拡充、住

宅騒音防止対策事業

工事関係書類の電子

化と防音工事システ

ムとの連動推進など

事業に係るシステム

を強化・効率化し、Ｉ

ＣＴの活用等によ

り、業務の電子化及

びシステムの最適化

を推進する。 
 

（２）業務の電子化

及びシステムの最適

化 
業務運営の簡素化

及び効率化を図るた

め、再開発整備事業

貸付物件資料のデー

タベース化拡充、住

宅騒音防止対策事業

工事関係書類の電子

化と防音工事システ

ムとの連動推進など

事業に係るシステム

を強化・効率化し、Ｉ

ＣＴの活用等によ

り、業務の電子化及

びシステムの最適化

を推進する。 

＜主な指標等＞ 
１．業務の電子化及び

システムの最適化の取

組状況 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1. 業務の電子化及びシ

ステムの最適化の取組状

況〕 
〇再開発事業について、貸

付物件資料のデータベー

ス（電子資料）を適宜更新

するとともに、専門職種間

（事務職、土木職、建築職、

電気職、機械職）での当該

情報の共有を図った。 
○住宅騒音防止対策事業

について、実施した工事関

係書類を電子化して防音

工事システムと連動させ

ることにより、住民からの

問い合わせや関係自治体

からの相談等に対して迅

速に対応できるようにし

ている。 
○全職員共有の機構内イ

ントラ掲示板にて、機構の

全体スケジュールや業務

フロー図といった全職員

に関わるデータについて、

トップページからワンク

リックで常時アクセス出

来るよう構築しており、業

務の利便性を向上させて

いる。また、逐次内容の更

新や改善を行っている。 
○また、機構内イントラ掲

示板にて、会議資料や研修

資料等のうち利用価値の

高い情報の共有を行い業

務の質の向上を図った。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 貸付物件に係る様々な情報

についてデータベース化した

ものを適宜更新し、担当者間

で共有することにより、業務

を円滑かつ効率的に処理する

ことができた。 
 住宅防音に係る工事書類を

電子化し、既存システムと連

動させたことで、住民からの

問い合わせ等に対して迅速な

対応を可能とするなど事務処

理時間の短縮及びサービスレ

ベルの向上に努めている。 
また、機構内のイントラ掲

示板を活用し、全体スケジュ

ールや会議資料等を全職員が

簡単に取得できる環境を整え

ており、業務を遂行するうえ

での利便性向上が図られてい

る。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
再開発事業に係る貸付物件のデータベースを適宜更新し、担当者間で情報共有

することにより、業務の円滑かつ効率的な処理が図られた。 
また、住民からの問い合わせ回答迅速化や、防音工事システムの活用により問合

せ等に係る対応が迅速化されるなど業務負担の軽減が図られた。 
さらに、機構内のイントラ掲示板にて全体スケジュールや会議資料等を掲載し

ており、業務を遂行するうえでの利便性向上が図られた。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（１） 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 中期目標期間にお

ける予算、収支計画

及び資金計画につい

て、各事業において

適切に計画するとと

もに予算管理を徹底

し、引き続き健全な

財務体質の維持を図

ること。 

本計画に従ったサ

ービスその他業務の

質の向上を図りつ

つ、予算、収支計画及

び資金計画を別紙の

とおり策定のうえ、

予算管理を徹底し、

引き続き健全な財務

体質の維持を図る。 

別紙のとおり ＜主な指標等＞ 
１.予算執行状況 
２．収支計画実施状況 
３．資金計画実施状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.予算執行状況、2.収支

計画実施状況、3.資金計画

実施状況〕 
○予算については、経費の

抑制を図りつつ、効率的に

適正な執行を図ることが

できた。 
○収支計画については、固

有事業の安定的な業務収

入の確保及び事業の効率

的な執行により、年度計画

と比較して純利益が増加

した。 
○資金計画については、余

裕金運用検討委員会での

議論を踏まえて効率的に

運用する等、適切な管理を

行った。 
〇資金管理については、毎

月の預金残高を突合する

とともに、会計監査人及び

監事監査の監査を受ける

等、適切な管理を行った。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 経費の抑制に努め、効率的

に適正な執行を図りつつ、安

定的な業務収入の確保に努め

ることができた。また、資金

の適切な管理を行う等、着実

な実施状況にある。 
 これらを踏まえ、Ｂと評価

する。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
予算執行、収支計画実施、資金計画実施については適正、適切に行われ、監査も

適切に行われている。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（２） 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   

         
         

         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － 資金不足となる場

合等における短期借

入金の限度額は、４

００百万円とする。 

資金不足となる場

合等における短期借

入金の限度額は、４

００百万円とする。 

＜主な指標等＞ 
－ 

＜主要な業務実績＞ 
 
実績なし。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：－ 
実績なし。 

評定 － 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（３） 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   

         
         

         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － 該当なし。 該当なし。 ＜主な指標等＞ 

－ 
＜主要な業務実績＞ 
 
該当なし。 

＜評定と根拠＞ 
評定：－ 
該当なし。 

評定 － 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（４） 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   

         
         

         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － 該当なし。 該当なし。 ＜主な指標等＞ 

－ 
＜主要な業務実績＞ 
 
該当なし。 

＜評定と根拠＞ 
評定：－ 
該当なし。 

評定 － 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（５） 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   

         
         

         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － 固有事業（再開発

整備事業）に充てる。 
固有事業（再開発

整備事業）に充てる。 
＜主な指標等＞ 

－ 
＜主要な業務実績＞ 
 
〇平成 29 年度決算におい

て発生した当期総利益に

ついては、独立行政法人通

則法第 44 条第１項に基づ

く積立金として整理した。 
 
〇平成 30 年度において

も、安定的な業務収入の確

保及び事業の効率的な執

行により生じた当期総利

益について、独立行政法人

通則法第 44 条 1 項に基づ

く積立金として整理する

こととしている。 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：－ 
 平成 30 年度において発生

した当期総利益については、

独立行政法人通則法第 44 条

1 項に基づく積立金として整

理することとしている。 

評定 － 
 

 

４．その他参考情報 
 



41 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１） 適切な内部統制の実施 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）適切な内部統

制の実施 
内部統制について

は、これまで同様充
実・強化を図ること。
その際、「独立行政法
人の業務の適正を確
保するための体制等
の整備」（平成 26 年
11 月 28 日付け総務
省行政管理局長通
知）を踏まえ、内部統
制を機能させるため
の規程類、体制を常
にチェックするこ
と。 
指示の伝達、情報

共有・活用等に資す
るために引き続き内
部各委員会の開催、
職員研修の実施、内
部コミュニケーショ
ンの活性化等を図る
こと。これらが有効
に行われているかの
点検・検証と、その結
果を踏まえた取組の
見直し・推進を行う
こと。 
 

（１）適切な内部統
制の実施 

内部統制について
は、これまでと同様
に充実・強化を図る。
その際、「独立行政法
人の業務の適正を確
保するための体制等
の整備」（平成 26 年
11 月 28 日付け総務
省行政管理局長通
知）を踏まえ、内部統
制を機能させるため
の規程類、体制を常
にチェックし評価・
改善を行う、PDCA
サイクルを実行して
いく。 
 指示の伝達、情報
共有・活用等に資す
るために引き続き内
部各委員会の開催、
職員研修の実施、内
部コミュニケーショ
ンの活性化等を図
る。これらが有効に
行われているかの点
検・検証と、その結果
を踏まえた取組の見
直し・推進を行う。 
 
 

（１）適切な内部統
制の実施 
内部統制について

は、これまでと同様
に充実・強化を図る。
その際、「独立行政法
人の業務の適正を確
保するための体制等
の整備」（平成 26 年
11 月 28 日付け総務
省行政管理局長通
知）を踏まえ、内部統
制を機能させるため
の規程類、体制を常
にチェックし評価・
改善を行う、PDCA
サイクルを実行して
いく。 
① 内部統制委員会 
内部統制委員会及

びその分科会（リス
ク管理委員会等）を
開催し、内部統制の
推進に関する事項に
ついて検討、審議を
行い、内部統制シス
テ ム の 継 続 的 な
PDCA サイクルを実
行していく。 
② 職員研修の実施 
内部統制の着実な

実施及び更なる充
実・強化を図るため、
職員に対する研修等
を実施する。 
③  内部コミュニケ
ーションの活性化 
理事長の指示、機

構のミッションが確
実に全役職員に伝達
される仕組み及び職
員から役員へ必要な
情報を伝達される仕
組みを着実に運用す
る。 
④ 内部監査 
内部監査機能を充

実させるとともに、
監査により見出され
た課題等を着実に業
務の改善に生かし、
適正かつ効率的な事
業執行を図る。 
 

＜主な指標等＞ 
１．内部統制委員会の
開催状況 
２．コンプライアンス
委員会の開催状況 
３．リスク管理委員会
開催状況 
４．業務実績や課題の
整理、業務改善の状況
（内部評価委員会の開
催状況） 
５．外部講師等による

研修の実施状況 
６．外部研修への参加

状況 
７．機構内コミュニケ
ーションの活性化状況 
８．業務運営方針の明
確化、役職員による共
有の状況 
９．内部監査の実施状
況 
１０．監事監査、会計監
査人による監査の実施
状況 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.内部統制委員会の開
催状況〕 
〇理事長を委員長とする
委員会を 3 回開催し、平成
30 年度の活動についての
検討・審議及び取組につい
ての総括を行った。 
・平成 30 年 4 月の第 9 回
委員会において、平成 30
年度における取組につい
て審議・検討し、方針を定
めた。 
・平成 30 年 10 月の第 10
回委員会において、事務局
から取組状況についての
中間報告を行った。 
・平成 31 年 3 月の第 11
回委員会において、平成
30 年度の取組についての
総括を行った。 
 
〔2.コンプライアンス委
員会の開催状況〕 
〇審議役を委員長とする
コンプライアンス委員会
を 3 回開催し、機構のコン
プライアンス推進のため
の取組について審議し、平
成 30 年度の具体的な取組
内容を審議、決定した。 
・平成 30 年 5 月の第 6 回
委員会において、同年度の
具体的な取組内容を定め
た。 
・平成 30 年 9 月にコンプ
ライアンス違反事例を議
題とする事例研究（職員間
自由討論）を実施し、各課
における討論の場では活
発な意見交換が行われ、コ
ンプライアンス意識啓発
の機会とすることができ
た。 
・平成 30 年 10 月の第 10
回委員会において、事例研
究の結果報告、コンプライ
アンスチェックシートの
見直し、及びコンプライア
ンス研修の内容について
検討、決定を行った。 
・平成 30 年 10～11 月に
かけてコンプライアンス
チェックシートによる全
職員へのコンプライアン
ス理解チェックを行い、コ

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
・内部統制システムについて
は、改正通則法を踏まえ制定
した各種規程に基づき、理事
長を委員長とする内部統制委
員会、審議役を委員長とする
コンプライアンス委員会、リ
スク管理委員会をそれぞれ 3
回開催し、内部統制推進に関
する事項について審議のう
え、年間の方針や取組を定め、
内部統制システムの継続的な
改善に努めた。 

具体的には、機構独自の取
組として、全職員が参加した
コンプライアンス違反事例を
議題にした事例研究（職員間
自由討論）を実施し、活発な
意見交換を行ったほか、外部
講師を招請したコンプライア
ンス研修や役員向け内部統制
研修を開催した。 

また、リスク管理に係る取
組として、リスク管理表の再
点検により判明した改善点を
踏まえて、業務フローチャー
トの改正を行った。また昨年
度から継続して実施している
安全運転研修に加えて、新た
にクレーム対応研修を実施
し、職員のリスク管理意識の
向上を図った。 
 
・職員のスキルアップ・意識

改善を図るため、内部研修を

6 回開催するとともに、外部

機関が実施する研修（28 研

修）に積極的に職員を参加さ

せる等、組織の一層の活性化

を図るための取組を行ってお

り、着実な実施状況にある。 
 
・重要事項を決定する理事会
のほか、毎月、役員懇談会（役
員、審議役、各課長）を開催
し、各事業の進捗・実施状況
等の報告による情報共有を図
るとともに、理事長から必要
な指示や方針が示されてい
る。それらは課内ミーティン
グ等を通じ全職員に周知され
ており、業務運営方針の明確
化と役職員による共有に努め
ている。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
内部統制委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会等をそれぞれ開催

した。コンプライアンス委員会では全職員が参加して職員間討論による事例研究

を行うともに、コンプライアンスチェックシートの見直しを行った。また、リスク

管理委員会ではリスク管理表の再点検により判明した改善点を踏まえて業務フロ

ーチャートの改正を行うとともに、安全運転研修及びクレーム対応研修を行った。 
業務運営の方針や重要事項の決定は、理事会の審議を経て行われており、役員懇

談会では懸案事項等の報告・意見交換が行われたうえで、理事長から必要な指示や

方針が示されている。 

内部監査においても計画通り実施され、年度内に完結している。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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ンプライアンスの認識強
化を図った。 
・平成 31 年 1 月に外部よ
り弁護士を招請しコンプ
ライアンス研修を実施し、
倫理チェックのフォロー
アップを行った。 
・平成 31 年 3 月の第 11
回委員会において、平成
30 年度の取組について総
括を行い、コンプライアン
ス違反事例の職員間自由
討論、コンプライアンス理
解チェック、コンプライア
ンス研修について次年度
以降も実施していくこと
とした。 
 
〔3.リスク管理委員会の
開催状況〕 
〇審議役を委員長とする
リスク管理委員会を 3 回
開催し、機構のリスク管理
のための取組について審
議し、平成 30 年度の具体
的な取組内容を審議、決定
した。 
・平成 30 年 5 月の第 12
回委員会において、リスク
管理表の再点検、安全運転
研修の実施、ＰＤＣＡサイ
クルの管理に取り組むこ
とを決定した。 
・平成 30 年 10 月に 2 日
にわたり安全運転研修
（DVD の上映及びアンケ
ートの実施）を実施し、業
務上及びプライベートで
の自動車の運転について
安全意識の向上を図った。
また、自動車を運転しない
職員向けとしても自転車
の安全をテーマとした内
容も今回から追加した。 
・平成 30 年 10 月の第 13
回委員会において、リスク
管理表の再点検により判
明した改善点を踏まえて、
業務フローチャートの改
正を行った。また、機構初
となるクレーム対応研修
の実施時期及び内容につ
いて検討、個別の事業にお
けるリスク管理上影響の
ある案件について報告が
行われた。 
・平成 30 年 11 月に 2 日
にわたりクレーム対応研
修（DVD の上映及びアン
ケートの実施）を実施し、
機構職員の苦情対応能力
の向上を図った。 
・平成 31 年 3 月の第 14

 
・内部監査（業務監査及び会
計監査）については、監査計
画の策定から指摘事項等のフ
ォローアップまでを平成 30
年度内に完結させるよう実施
し、指摘事項等については個
別具体に検討を行った。監査
内容の具体的な検討に際して
は、監査員の監査スキル向上
のため外部研修への派遣、監
査にあたっての十分な事前協
議、前年度指摘事項に対する
改善措置状況の点検の他、重
点事項（対象住民からの申請
に基づく事業のルール及び実
施状況の点検他）に係る検討、
監事とのディスカッションに
よる監事監査との連携等、よ
り効果的な監査を実施するた
めの準備に注力し、業務が適
切に行われているか、また業
務が効果的に行われ維持され
ているかの監査を実施してお
り、内部監査の拡充･強化に取
り組んでいる。 
 

このように、内部統制を機
能させるための取組について
着実な実施状況にあることか
ら、B 評価とする。 
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回委員会において、平成
30 年度の活動について総
括を行いリスク管理表の
見直し及び安全運転研修、
クレーム対応研修につい
て継続的に実施していく
こととした。 
 
〔4.業務実績や課題の整
理、業務改善の状況（内部
評価委員会の開催状況）〕 
〇平成 30年 6月に平成 30
年度第 1 回内部評価委員
会を開催し、平成 29 事業
年度及び第 3 期中期目標
期間の事業実績に対する
内部評価を行った。 
○平成 30 年 11 月に平成
30 年度第 2 回内部評価委
員会を開催し、平成 30 事
業年度上半期の進捗状況
の確認を行い、当該結果を
下半期以降の業務運営に
活用した。 
 
〔5.外部講師等による研

修の実施状況〕 
○内部研修として、平成

30 年 5 月 21,22 日に新規

採用（出向）職員研修（参

加者 11 名）を行い、新規

採用者が機構の概要・各課

の事業概要等、新人として

の基本的な知識を習得し

た。 
 また、平成 30 年 10 月 3
日に職場における様々な

ハラスメント及びワーク・

ライフ・バランスに関する

研修（参加者 25 名）、平成

30年 11月 6日に人権等に

関する研修（参加者 26 名）

を行い、それぞれ基本的な

知識を学習する等、職員の

スキルアップ・意識改善を

図った。 
 加えて、改正通則法の主

旨を踏まえ、役職員に対す

るコンプライアンス研修

（参加者 25 名） 、情報セ

キュリティ研修（参加者

27 名）を開催し、コンプラ

イアンス及び情報セキュ

リティに対する基本的な

知識を習得する等職員の

意識改善を図った。 
 また、内部監査（業務監

査及び会計監査）を実施す

るにあたり、内部監査の知
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識を習得するため外部研

修に職員を派遣する等、着

実な内部統制の推進に取

り組んだ。 
 さらに、職員のリスク管

理意識の向上を図るため、

安全運転研修（参加者 31
名）に加え、新たにクレー

ム対応研修（参加者 32 名）

を実施した。 
 なお、研修の効果把握に

関する無記名アンケート

を行った結果、概ね研修内

容に満足との意見で、自身

の知識や能力の向上に役

立ったとの回答が多く、研

修の趣旨である職員のス

キルアップ・意識改善に一

定の効果が見られた。 
 平成 30 年 4 月に理事

長・理事が交代したことに

伴い、独立行政法人におけ

る内部統制と評価につい

て一層の充実と強化を図

るため、監査法人より役員

向け研修を実施した。 
 
〔6.外部研修への参加状

況〕 
○上記研修以外にも、外部
機関が開催している研修
（30 研修）へ積極的に職
員を派遣し、職員のスキル
アップと意識改善を図っ
た。 
 
〔7.機構内コミュニケー
ションの活性化状況、8.業
務運営方針の明確化、役職
員による共有の状況〕 
○業務運営の方針等、重要
事項の決定については、理
事会を開催し審議を行っ
ており、職員もオブザーバ
ー参加できるようにして
いる。また、原則毎月開催
する役員懇談会（役員、審
議役、各課長で構成）にお
いて、役員に対し審議役、
各課長から事業の進捗状
況及び実施予定並びに懸
案事項等を報告するとと
もに、役員との意見交換を
行ったうえで、理事長から
必要な指示や方針が示さ
れ、各課長は課内ミーティ
ング等により、これら方針
等の部下への周知を図っ
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ている。 
 このように、役員と職員
との間で情報共有及び意
思疎通を図るとともに、理
事長のリーダーシップが
発揮されている。 
【 参 考 】 
理事会開催状況 
・第 79 回理事会（平成 30
年 4 月 19 日開催） 
・第 80 回理事会（平成 30
年 6 月 25 日開催） 
・第 81 回理事会（平成 30
年 7 月 26 日開催） 
・第 82 回理事会（平成 30
年 11 月 15 日開催） 
・第 83 回理事会（平成 30
年 12 月 20 日開催） 
・第 84 回理事会（平成 31
年 3 月 20 日開催） 
 
〔9.内部監査の実施状況〕 
〇平成 30 年度内部監査
（業務監査・会計監査）の
実施に際しては、監査計画
の策定から内部監査にお
ける指摘事項等のフォロ
ーアップまでを当該年度
内に完結させるため、具体
的な監査スケジュール計
画を作成し、点検事項等に
ついても個別具体に検討
を行った。 
○具体的な監査内容の検
討に際しては、指名した監
査員の監査スキルの向上
のため外部研修に参加さ
せるとともに、準備のため
の協議を重ね、前回までの
指摘事項に対する改善等
の措置状況の点検の他、重
点項目として、申請者と接
する機会の多い住宅騒音
防止対策事業及び移転補
償事業を対象に、各種規程
と業務状況の整合性、窓口
業務の応対状況に着眼し
た監査を実施した。 
○監査実施にあたっては、
内部監査員と監事におい
て事前にディスカッショ
ンを行い、内部監査と監事
監査の連携について確認
し、これらを踏まえながら
監査を実施した。 
（監査実施日：11 月 14～
15 日） 
【重点項目】 
・平成 29 年度内部監査改
善計画等の点検（フォロー
アップ） 
・対象住民からの申請に
基づく事業のルール及び
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実施状況の点検他 
○監査計画の策定から内
部監査における指摘事項
等のフォローアップまで
を当該事業年度内に完結
させた。 
 
〔10.監事監査、会計監査人
による監査の実施状況〕 
〇監事による平成 29 事業
年度決算等監事監査を平
成 30 年 6 月に実施し、通
常の監査項目に加え、内部
統制システムの整備・運用
の着実な実施、法令・内部
規程等の遵守体制、リスク
管理等の観点からも監査
を行った。なお、特段の指
摘事項はなかったものの、
監査時の指導・助言につい
て、個別事項毎に整理し、
改善すべき点について具
体的な対応を検討する等、
速やかに業務に反映させ
る取組みを実施した。 
【主な指導・助言に対する
具体的な取組事例】 
・新規採用職員研修の適
宜実施 
・役員等の内部統制研修
の開催（平成 30 年 11 月
30 日） 
・契約にかかる監督検査
事務の見直し 
・補償課の業務フローチ
ャートの見直し 
○会計監査人による予備
調査を平成 30 年 12 月、
期中監査を平成 31 年 3 月
にそれぞれ実施した。 
 
 
 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（２） 情報セキュリティ対策等の取組の推進 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）情報セキュリ

ティ対応等の取組の
推進 
情報セキュリテ

ィ、個人情報保護対
応については、平成
27 年 9 月の「サイバ
ーセキュリティ戦
略」等の政府方針を
踏まえ、独立行政法
人空港周辺整備機構
情報セキュリティポ
リシーに基づき、適
切な情報セキュリテ
ィ対策を行うこと。
これに基づき、ハー
ド及びソフトの両面
での不断の見直し、
役職員の高い意識を
保持するための適時
適切な研修など情報
セキュリティ対策を
講じ、情報システム
に対するサイバー攻
撃への防御力、攻撃
に対する組織的対応
能力の強化に取り組
むこと。併せて、これ
らの取組の点検・検
証と、その結果を踏
まえた取組の見直し
と推進を行うこと。 

（２）情報セキュリ
ティ対応等の取組の
推進 

情報セキュリテ
ィ、個人情報保護対
応については、平成
27 年 9 月の「サイバ
ーセキュリティ戦
略」等の政府方針を
踏まえ、独立行政法
人空港周辺整備機構
情報セキュリティポ
リシーに基づき、適
切な情報セキュリテ
ィ対策を行う。これ
に基づき、ハード及
びソフトの両面での
不断の見直し、役職
員の高い意識を保持
するための適時適切
な研修など情報セキ
ュリティ対策を講
じ、情報システムに
対するサイバー攻撃
への防御力、攻撃に
対する組織的対応能
力の強化に取り組
む。併せて、これらの
取組の点検・検証と、
その結果を踏まえた
取組の見直しと推進
を行う。 
 

（２）情報セキュリ
ティ対応等の取組の
推進 
情報セキュリテ

ィ、個人情報保護対
応については、平成
27 年 9 月の「サイバ
ーセキュリティ戦
略」等の政府方針を
踏まえ、独立行政法
人空港周辺整備機構
情報セキュリティポ
リシーに基づき、適
切な情報セキュリテ
ィ対策を行う。これ
に基づき、ハード及
びソフトの両面での
不断の見直し、役職
員の高い意識を保持
するための適時適切
な研修など情報セキ
ュリティ対策を講
じ、情報システムに
対するサイバー攻撃
への防御力、攻撃に
対する組織的対応能
力の強化に取り組
む。併せて、これらの
取組の点検・検証と、
その結果を踏まえた
取組の見直しと推進
を行う。 

＜主な指標等＞ 
１．情報セキュリティ
対策の実施状況 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.情報セキュリティ対
策の実施状況.〕 
〇NISC（内閣官房サイバ
ーセキュリティセンター）
が開催する勉強会に積極
的に担当職員を参加させ、
政府機関等の情報セキュ
リティ対策のための統一
基準改訂及びサイバーセ
キュリティ基本法に基づ
く IPA（(独)情報処理推進
機構）が行っている独立行
政法人監査（マネジメント
監査・ペネトレーションテ
スト）に関する情報セキュ
リティ対策の情報収集に
努めた。なお、次年度にお
いて、当機構は独立行政法
人監査が予定されており、
30 年度においては監査に
向けての準備として情報
セキュリティ体制の見直
し・再確認を行った。 
 
○平成 30 年 5 月 30 日に
第 6 回、平成 30 年 11 月
29 日に第 7 回、平成 31 年
3 月 5 日に第 8 回情報セキ
ュリティ対策委員会を開
催し、平成 30 年度におけ
る当機構の情報セキュリ
ティ対策にかかる活動方
針を決定し、以下の取り組
みを行った。 
・情報セキュリティ自己
点検（平成 30 年 5 月実施）
の結果を踏まえ、情報セキ
ュリティインシデント対
処手順の再周知。 
・職員への情報セキュリ
ティ対策に関する啓発活
動として、平成 30 年 11 月
「情報セキュリティマニ
ュアル」の配布及びイント
ラ掲示板への掲載。 
・「独立行政法人空港周辺
整備機構情報セキュリテ
ィポリシー」に基づき、情
報セキュリティ対策に関
する知識の付与及び意識
向上を目的として、平成
31 年 1 月 17 日に外部講
師による「情報セキュリテ
ィ研修」を実施した。なお、
当日研修に参加できなか

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
・情報セキュリティ対策委員
会では、平成 30 年度の活動方
針を決定した上で、「機構情報
セキュリティポリシー」に基
づき、適切に情報セキュリテ
ィ対策を行うとともに、国の
連絡協議会に担当職員を参加
させる等、情報セキュリティ
対策に関する情報収集に努め
た。また、職員に対して情報
セキュリティに関する更なる
啓発活動を推進すべく情報セ
キュリティに係る遵守事項を
取りまとめた「情報セキュリ
ティマニュアル」の配布等に
より全役職員に周知を図り、
外部講師による情報セキュリ
ティ研修の実施や「標的型攻
撃メール送信訓練」を全職員
に対して実施するなど、着実
な実施状況にある。 

これらを踏まえ、B 評価と
する。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
機構の情報セキュリティポリシーに基づく情報セキュリティ対策として、情報

セキュリティ研修及び情報セキュリティ自己点検を実施した。また、情報セキュリ

ティマニュアルの配布や標的型攻撃メール対策訓練の実施等により、情報セキュ

リティに対する意識改善を図った。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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った者については、別途情
報セキュリティ責任者に
よる個別の研修を実施す
ることで全職員の意識向
上を図った。 
・全役職員を対象に平成
31 年 2 月 27 日「標的型攻
撃メール対策訓練」を行
い、訓練実施後アンケート
を実施。訓練結果及びアン
ケート結果を分析し、その
内容を職員に周知し意識
改善を図った。 
・同ポリシーに基づき、平
成 31 年 3 月 18 日「情報
セキュリティ自己点検」の
実施。 
 
○独立行政法人空港周辺
整備機構情報セキュリテ
ィ監査実施要領を作成し、
今後監査を実施し情報セ
キュリティ対策（PDCA サ
イクル）を進めることとし
ている。 
 
○個人情報保護について
も、国等が開催する研修会
に積極的に参加し、情報収
集を行い適正かつ円滑な
運用を図った。また、監査
を実施するとともに平成
30年 10月に職員への注意
喚起を行った。 
 
○全課・各課毎に共有して
いるファイルサーバ上の
電子データについては各
担当が整理・削除を行って
いたが、平成 29 年度内部
監査での指摘を踏まえ、過
去のデータを含めすべて
のファイル・フォルダを全
職員が一斉に整理を行っ
た。この際、全体のスケジ
ュール・ファイルの一覧を
提示するなどして計画的
かつ網羅的に進めた。 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（３）① 空港と周辺地域の共生と連携の強化 
国及び関係自治体との連携 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）空港と周辺地

域の共生と連携の強

化 
 周辺住民、国及び

関係自治体等との十

分な意思疎通を図り

ながら、空港と周辺

地域の共生に資する

ため、次の措置を講

ずること。 
①  国及び関係自治

体との連携 
空港周辺環境対策

事業が円滑かつ効果

的に実施できるよう

国及び関係自治体と

の十分な意思疎通を

図るための体制の確

保を図ること。 

（３）空港と周辺地

域の共生と連携の強

化 
空港と周辺地域の

共生に資するため、

地元の要望も踏まえ

つつ、次の取組を行

う。 
① 国、福岡県、福岡

市及び関係自治体と

の連携 
機構が行う周辺環

境対策の見直し等に

当たっては、国、福岡

県、福岡市及び関係

自治体で構成する

「連絡協議会」、業務

の調整及び意見交換

のための会議等（以

下「連絡協議会等」と

いう。）を通じて、十

分な意思疎通を図

る。 
 

（３）空港と周辺地

域の共生と連携の強

化 
空港と周辺地域の

共生に資するため、

地元の要望も踏まえ

つつ、次の取組を行

う。 
①  国及び関係自治

体との連携 
機構が行う周辺環

境対策の見直し等に

当たっては、国及び

関係自治体で構成す

る「連絡協議会」、業

務の調整及び意見交

換のための会議等

（以下「連絡協議会

等」という。）を通じ

て、十分な意思疎通

を図る。 
 

＜主な指標等＞ 
１．連絡協議会等の開

催状況 
２．国及び関係自治体

との意思疎通 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.連絡協議会等の開催

状況〕 
〇空港周辺対策事業が円

滑かつ効果的に実施でき

るよう「連絡協議会幹事

会」を 2 回開催し、平成 29
事業年度事業実績、及び平

成 30 事業年度事業実施状

況等の説明を行うととも

に、機構を取り巻く情勢に

ついての意見交換を行い、

機構に対する理解を深め

ていただくなど、関係機関

との意思疎通と連携の強

化を図った。 
・1 回目（H30.8.31）の

議題 
(1)平成 29 事業年度事業

実績  (2)平成 30 事業年

度事業予算実施状況  
(3)平成 31 事業年度予算

概算要求 
(4)その他（第 3 期中期目

標期間業務実績報告書、

事業概要パンフレットの

紹介等） 
・2 回目（H31.3.27）の

議題 
(1)平成 30 事業年度事業

実施状況 
(2)平成 31 年度計画 
(3)平成 31 事業年度予算

実施計画（案） 
(4)その他 
 
〔2.国及び関係自治体と

の意思疎通〕 
〇「連絡協議会」以外にも

国や関係自治体等との会

議に参加し、機構を取り巻

く情勢や今後の福岡空港

における周辺環境対策等

について、意見交換及び情

報の共有を行い、円滑な事

業の推進に向けて意思疎

通と連携の強化を図った。 
・福岡空港住宅騒音防止

対策事業担当者会議(関係

自治体(※)、機構）開催

日：H30.4.19 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 空港周辺対策事業が円滑か

つ効果的に実施できるよう、

連絡協議会幹事会を開催し、

事業実績及び平成 31 年度計

画等の説明を行うとともに、

機構を取り巻く情勢について

の意見交換を行い、機構に対

する理解を深めていただく

等、関係機関との意思疎通と

連携の強化を図ることができ

た。 
 連絡協議会以外の会議へも

積極的に参加し、周辺環境対

策を巡る政策動向の把握及び

地域の方々とのコミュニケー

ションに努めており、着実な

実施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
連絡協議会幹事会を２回開催し、意見交換を行うことにより、関係機関との意思

疎通と連携の強化を図った。 
また、連絡協議会以外にも福岡空港住宅騒音防止対策事業担当者会議、地域対策

協議会総代会、福岡空港周辺地域における各種課題等に係る意見交換会、福岡空港

公害対策協議会との事務協議、福岡空港利活用推進協議会といった、国や関係自治

体等との７回の会議に参加し、機構を取り巻く情勢や今後の福岡空港における周

辺環境対策などについて、意見交換及び情報の共有を行い、円滑な事業の推進に向

けて意思疎通と連携の強化を図った。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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※関係自治体…福岡県、

福岡市、大野城市、春日

市、太宰府市、志免町、

粕屋町 
・地域対策協議会総代会

（福岡空港地域対策協議

会、国、福岡県、福岡

市、福岡空港ビルディン

グ(株)、機構 他）開催

日：H30.5.13 
・福岡空港周辺地域にお

ける各種課題等に係る意

見交換会（国、福岡県、

福岡市、福岡国際空港

(株)、機構）開催日：

H31.3.15 
・福岡空港公害対策協議

会との事務協議（福岡空

港公害対策協議会、国、

福岡県、福岡市、機構）

開催日：H30.11.16 及び

H30.12.7 
・福岡空港利活用推進協

議会（福岡県、福岡市、

福岡商工会議所、地元経

済界、航空会社、機構）

開催日：H30.10.1（総

会）、H31.3.25（専門委員

会） 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（３）② 空港と周辺地域の共生と連携の強化 
広報活動の充実 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ② 広報活動の充実 

機構が担う空港周

辺の環境対策事業及

び同事業に関わる事

務・事業の運営状況

等について、透明性

の確保、空港周辺住

民の理解増進及び運

営権者への円滑な環

境対策事業の承継を

図る観点から、より

一層の国民等への説

明責任を全うするた

めの広報の充実に努

めること。 
このため、ホーム

ページを年間２０回

程度常に最新の情報

に更新し、リーフレ

ットやチラシによる

広報を積極的に推進

すること。 
 

② 広報活動の充実 
機構が担う空港周

辺の環境対策事業及

び同事業に関わる事

務・事業の運営状況

等について、透明性

の確保、空港周辺住

民の理解増進及び運

営権者への円滑な環

境対策事業の承継を

図る観点から、より

一層の国民等への説

明責任を全うするた

めの広報の充実に努

める。 
イ  公共工事に係る

発注情報や契約結果

情報の提供、毎事業

年度に係る事業報告

書や決算報告書など

の財務情報などを適

切に公表する。 
ロ  ホームページの

内容について、利用

者にわかりやすい表

現を心がけ、年間２

０回程度の更新を目

途とし、常に最新の

情報を提供する。 
ハ 福岡県、福岡市及

び関係自治体と連携

を図り、自治体広報

誌への情報掲載・窓

口でのパンフレット

の配布等の広報活動

を行う。 
 

② 広報活動の充実 
機構が担う空港周

辺の環境対策事業及

び同事業に関わる事

務・事業の運営状況

等について、透明性

の確保、空港周辺住

民の理解増進及び運

営権者への円滑な環

境対策事業の承継を

図る観点から、より

一層の国民等への説

明責任を全うするた

めの広報の充実に努

める。 
イ  公共工事に係る

発注情報や契約結果

情報の提供、毎事業

年度に係る事業報告

書や決算報告書など

の財務情報などを適

切に公表する。 
ロ  ホームページの

内容について利用者

にわかりやすい表現

を心がけ、事業計画

や業務実績報告書の

公表等を行い、年間

２０回程度の更新を

目途とし、常に最新

の情報を提供する。 
ハ  関係自治体と連

携を図り、自治体広

報誌への情報掲載・

窓口でのパンフレッ

トの配布や各事業の

チラシ配布等の広報

活動を行う。 

＜主な指標等＞ 
１．ホームページでの

情報提供状況 
２．ホームページの更

新状況 
３．パンフレットの配

布状況 
４．自治体広報誌への

情報掲載状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.ホームページでの情

報提供状況〕 
〇平成 29 事業年度の財務

諸表、業務実績評価結果、

平成 30 事業年度の公共工

事に係る発注情報や契約

結果情報等の公表を速や

かに行うことにより、事業

運営の透明性を確保して

いる。 
 
【平成 30 年度におけるホ

ームページの公表内容】 
■独立行政法人通則法に基づ

く公表 
・平成29事業年度業務実績報

告書 
・平成29事業年度自己評価調

書 
・第 3 期中期目標期間業務実

績報告書 
・第 3 期中期目標期間自己評

価書 
・役職員の報酬・給与等の水準

の公表（平成29年度給与水準） 
・平成29事業年度事業報告書

及び財務諸表 
・平成29事業年度評価調書 
・第 3 期中期目標期間評価調

書 
・職員給与規程の改正の公表 
・就業規則の改正の公表 等 
■契約関係 
・独立行政法人空港周辺整備

機構契約事務取扱細則に基づ

く発注情報の公表（入札公告・

開札結果） 
・環境物品等の調達の推進を

進めるための方針 
・平成30年度公共工事の発注

見通し 
・平成30年度契約監視委員会

の概要 
・平成30年度空港周辺整備機

構中小企業者に関する契約方

針 
・平成30年度調達合理化計画 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 ホームページにおいて平成

29 事業年度の財務諸表、業務

実績評価結果や公共工事に係

る発注情報等の公表を速やか

に行うことにより事業運営の

透明性を確保した。 
 ホームページの改善にあた

っては、現状の問題点や改善

の方向性について打合せを重

ね、関係者等の意見・要望を

踏まえて大幅な改修を行い、

トップ画面から各事業ページ

の細部に至るまで、それぞれ

の利用者に分かりやすく使い

やすい画面構成、記載内容に

改善を図り、また、セキュリ

ティを一層高める等、大幅な

改善を行った。 
 関係自治体窓口でのパンフ

レット配布について協力を依

頼するとともに、福岡市の共

同利用会館に申込書を配布す

るなど広報に努めた。事業に

関する情報について関係自治

体の広報誌に掲載する回数を

増やし、地域住民の方々の目

に触れる機会が増えるよう努

めた。 
さらに、住宅騒音防止対策

事業に係るパンフレットにつ

いては、申請者に分かりやす

い表現、内容に改善しており、

着実な実施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
ホームページでは、平成２９事業年度の財務諸表、業務実績評価結果、平成３０

事業年度の公共工事に係る発注情報や契約結果情報などの公表を速やかに行うこ

とにより、事業運営の透明性を確保した。 
また、ホームページの現状の問題点や関係者等の意見・要望等を踏まえてリニュ

ーアルを行い、併せてセキュリティを一層高めるなど改善を行った。 

パンフレット等では、地域住民の方々の目に触れる機会が増えるよう住宅騒音

防止対策事業のパンフレット等を関係自治体の窓口や福岡市の共同利用会館へ配

布し、事業の広報に努めた。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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・契約結果の情報 等 
■その他 
・役員の任命（H30.4.1 付、

H30.8.1付） 
 
〔2.ホームページの更新

状況〕 
〇ホームページのリニュ

ーアルにあたっては、現状

の問題点や改善の方向性

について打合せを重ね、関

係者等の意見･要望を踏ま

えたうえで、デザインや構

成の見直し、スマートフォ

ン等に対応したレスポン

シブデザインの採用や、

SSL 証明書により暗号化

通信を行い、セキュリティ

を一層高めるなど大幅な

改善を図った。 
【改修内容】 
・機構ホームページのトッ

プ画面デザイン（写真、イラ

スト等含む）、レイアウトの

刷新。 
・住民からの申請を受ける

事業（住宅騒音防止対策事業

及び移転補償事業）のアイコ

ン（ボタン）を中心に大きく

配置。 
・航空機騒音区域図につい

て、拡大マップに移動して可

能な限り大きく表示できる

ようにした。 
・各事業ページの内容、写真

等の見直し、変更。 
〈住宅騒音防止対策事業〉 
・申請者向けと業者向けの

情報分離 
・イラストや図を用いて、説

明内容をすっきりと分かり

やすく簡略化 
・詳細な内容は、資料をPDF
ファイルにて取得可能にし

た 
〈移転補償事業〉 
・説明内容をすっきりと分

かりやすく簡略化した 
〈再開発整備・緑地造成事

業〉 
・写真を最新のものにして、

近年における取組内容を記

載 
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〔3.パンフレットの配布

状況、4.自治体広報誌への

情報掲載状況〕 
○事業概要パンフレット

1,500 部を作成し、連絡

協議会等を通じて関係自

治体窓口での配布を依頼

し、住民への周知を図っ

た。 
〇平成 16 年度～平成 17
年度に住宅防音更新工事

①及び①（告）を実施した

住宅で、次の更新工事を行

っていない住宅 282 件に

対し、チラシを郵送した。 
○住宅騒音防止対策事業

の助成について大野城市

2 回、福岡市東区と博多区

それぞれ 3 回、また、移転

補償事業についても上半

期に１回、それぞれ関係自

治体の広報誌に掲載を行

った。 
また、住宅騒音防止対策事

業のパンフレット等を関

係自治体窓口において配

布するとともに更新工事

のパンフレット等は福岡

市の共同利用会館へも配

布した。 
○申込書類や補助制度の

概要等の申込者へ配付す

る資料は数が多く難解で

あるため、昨年度、更新工

事に係るパンフレット等

を改善したことを踏まえ、

今年度は防音工事につい

ても改善し（書類の統合・

簡素化）、事業に関わる配

付資料全体を見直した。昨

年度、外注による資料作成

から、機構のプリンター等

による作成に変更してお

り、更なる資料改善への速

やかな対応や経費節減に

も引き続き取り組んでい

る。また、申請書とともに

ホームページの見直しも

行い、住民向け、業者向け

のページを区別、分かりや

すい表現への変更、不要な

情報の削除等により分か

りやすい内容へ改善した。 
○移転補償事業について
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は、地域住民の方々の目に

触れる期間が増えるよう

事業を案内するチラシを、

前年度より引き続き事業

対象区域の公民館、共同利

用会館へ配布し事業の広

報を行った。 
 
 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（３）③ 空港と周辺地域の共生と連携の強化 
地域への啓発活動 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － ③  地域への啓発活

動 
イ  環境学習や見学

の要望があった場合

は適切に対応する。 
ロ  空港で開催され

る「空の日」といった

イベントや、連絡協

議会等の場を活用

し、積極的に啓発活

動を行う。 

③  地域への啓発活

動 
イ  環境学習や見学

の要望の掘り起こし

を図る一環として、

近接する中学校等へ

出前講座の実施を働

きかけるとともに、

要望があった場合は

適切に対応する。 
ロ  空港で開催され

る「空の日」といった

イベントでの広報活

動や、連絡協議会等

の場を活用し、積極

的に啓発活動を行

う。 
 

＜主な指標等＞ 
１．環境学習や見学の

実施状況 
２．啓発活動の実施状

況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.環境学習や見学の実

施状況〕 
○ホームページに掲載し

ている「校外学習」の募集

案内について掲載すると

ともに、出前講座の実施に

ついても引き続き案内を

行った。 
○連絡協議会において地

域への啓発活動の観点か

ら、空港周辺の市町村に対

して、機構の事業及び空港

への理解を深めていただ

けるよう出前講座等の資

料やこれまでの取組を紹

介し、機構が積極的に対応

することを周知した。 
○教育機関が行う環境学

習の機会を通じて、空港周

辺環境対策及び機構の事

業についての理解を深め

ていただくため、空港近隣

の中学校、小学校、教育委

員会に対し校外学習・総合

的学習等での機構の活用

を依頼し、福岡市博多区の

小学校において出前講座

を平成 31 年 2 月 4 日、7
日に実施。これにより福岡

空港が、地域の発展に重要

な役割を担っていること、

及び都市近郊型空港であ

ることに伴い、環境対策事

業が行われていることに

ついて理解を得られた。 
 
〔2.啓発活動の実施状況〕 
○福岡空港で開催された

「空の日」のイベント（平

成 30 年 9 月 8 日開催）に

参画し、イベント来場者へ

機構のパンフレット及び

ノベルティを配布し、啓発

活動を行った。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 校外学習及び出前講座の実

施について、引き続きホーム

ページにおいて募集案内を行

うとともに、前年度に引き続

き連絡協議会メンバーの市町

村に対し、これまでの校外学

習の取組を紹介し機構が積極

的に出前講座を実施する用意

があることを周知した。更に

教育委員会、空港近隣の小学

校、中学校に対し積極的な案

内を行った結果、小学校 2 校

から申し込みがあり出前講座

（2 件）を実施した。出前講座

によって、空港周辺地域の子

供たちや教育現場の先生方

に、福岡空港の重要性や環境

対策事業について、理解を深

めて頂く有意義な活動であっ

た。 
また、福岡空港の「空の日」

イベントに参画し、大人から

子供まで幅広い来場者に対

し、機構のパンフレット及び

ノベルティを配布することに

より環境対策事業について啓

発活動を行う等、着実な実施

状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
環境学習や見学の実施状況として、「校外学習」の募集案内、出前講座の案内を

行い、出前講座を小学校２校に対して実施したことにより、地域に対して空港周辺

環境対策事業に係る啓発活動を実施した。 
その他啓発活動の実施状況として、福岡空港で開催された「空の日」のイベント

に参画し、イベント来場者に対し、機構のパンフレット及びノベルティを配布し啓

発活動を行った。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 

 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 
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４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（３）④ 空港と周辺地域の共生と連携の強化 
地域住民のニーズの把握 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － ④  地域ニーズの把

握 
機構に寄せられた

質問・意見を検討し、

地域住民のニーズの

把握に努めることで

よりよい事業を実施

していく。 

④  地域住民のニー

ズの把握 
引き続き、機構の

ＨＰや、自治体情報

誌への広報掲載、機

構のパンフレット等

に記載しているお問

い合わせ・ご意見募

集窓口から、機構に

寄せられた質問・意

見を検討し、地域住

民のニーズの把握に

努めることでよりよ

い事業を実施してい

く。 
 
 

＜主な指標等＞ 
１．質問・意見の募集状

況  
２．質問・意見の整理・

分析状況（地域住民等

とのコミュニケーショ

ン） 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.質問・意見の募集状

況、2.質問･意見の整理・分

析状況（地域住民等とのコ

ミュニケーション）〕 
○ホームページに「機構へ

のご意見・ご提案」及び「お

問合せ」窓口を設けてい

る。また、機構のパンフレ

ットの裏表紙に「ご意見・

ご提案募集」について大き

く表示し、関係自治体の住

民窓口において住民へ配

布することにより、幅広く

意見等の募集を行ってい

る。 
○ホームページによる意

見はなかったが、地域住民

の方々や各種団体と日頃

から業務を通じてコミュ

ニケーションを図ってお

り、その中で得た意見等を

反映しながら業務を遂行

している。 
○平成 26 年度より引き続

き、移転補償事業の可否に

関する照会があった際に、

同制度を知った理由の聞

き取りを行っている。 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 ホームページに「機構への

ご意見・ご提案」及び「お問

合せ」窓口を設けている。ま

た、機構のパンフレットに「ご

意見・ご提案募集」の文字を

大きく表示し、関係自治体の

住民窓口において配布を行っ

ている。 
 地域住民の方々や各種団体

と日頃から業務を通じてコミ

ュニケーションを図り、その

中で得た意見等を反映しなが

ら業務を遂行しており、着実

な実施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
ホームページ、パンフレットを通じて随時意見、提案の募集案内を行っている。

また、地域住民や団体との日頃のコミュニケーションを図り、得た意見等を業務に

反映することとしている。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（４）① 運営権者への円滑な環境対策事業の承継に向けた取組の推進 
研修員の受入れ 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）運営権者への

円滑な環境対策事業

の承継に向けた取組

の推進 
国からの委託によ

り機構で実施してい

る環境対策事業につ

いては専門知識・経

験等が求められる業

務であることから、

環境対策事業承継日

以降の運営権者によ

る円滑な業務の実施

を確保するため、運

営権者への円滑な環

境対策事業の承継に

向けた取組を推進し

ていくこと。 
 

（４）運営権者への

円滑な環境対策事業

の承継に向けた取組

の推進 
国からの受託によ

り機構で実施してい

る環境対策事業につ

いては専門知識・経

験等が求められる業

務であることから、

運営権者への円滑な

環境対策事業の承継

に向けた取組を推進

していく。 
① 研修員の受入れ 

運営権者による円

滑な業務の実施を確

保するため、平成 31
年 4 月頃予定の空港

運営事業開始日以降

から環境対策事業承

継までの間、運営権

者から機構へ常勤の

研修員を少なくとも

1 名以上受け入れ、研

修を行う。 

（４）運営権者への

円滑な環境対策事業

の承継に向けた取組

の推進 
国からの受託によ

り機構で実施してい

る環境対策事業につ

いては専門知識・経

験等が求められる業

務であることから、

運営権者への円滑な

環境対策事業の承継

に向けた取組を推進

していく。 
① 研修員の受入れ 
運営権者による円

滑な業務の実施を確

保するため、運営権

者が決定した後、研

修員の受入れ方法や

体制について綿密に

調整していく。 
 

＜主な指標等＞ 
１．研修員の受入れ状

況 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1.研修員の受入れ状

況〕 
〇福岡空港の民間委託に

伴う、国から受託している

事業を承継するため、平成

30 年 8 月に決定した福岡

空港運営権者から研修員

を受け入れる体制を整備

するにあたり、平成 30 年

11 月に研修員に関する規

程の策定を行った。 
○運営権者との間で研修

員受入体制について平成

30 年 10 月、研修員の人

数、期間、研修内容（事

業）等について綿密に調

整を行った。 
○研修計画について、初年

度においては、まず総務課

にて機構全般の業務概要

の説明後、年度前半は地域

振興課にて住宅騒音防止

対策事業、再開発事業、緑

地造成事業、後半は補償課

にて移転補償事業を実際

に携わりつつ業務に習熟

してもらう（OJT）研修計

画を作成した。 
○平成 31 年 2 月役員懇談

会において上記研修計画

を諮った。4 月より福岡

空港運営権者より研修員

1 名が派遣され、機構の

業務を習得するため研修

を行っている。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 機構で実施している事業に

ついては専門知識・経験等が

求められる業務であることか

ら、運営権者への円滑な事業

承継に向けた取組を推進する

ため、研修員に関する規程を

策定した他、実際に研修員を

受け入れるにあたっての人

数、期間及び研修内容等につ

いて機構内部及び運営権者と

綿密に調整を行い、体制を整

備した。平成 31 年 4 月から

は研修員 1 名を受け入れて研

修が始まっており、着実な実

施状況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
平成 30 年 8 月の福岡空港運営権者の決定以降、円滑な環境対策事業の承継に係

る取組として、平成 31 年 4 月より研修員を受け入れるための規程類策定・研修計

画作成などの体制整備を行った。 
以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（４）② 運営権者への円滑な環境対策事業の承継に向けた取組の推進 
業務の可視化パターン化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － － －  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － ②  業務の可視化パ

ターン化の推進 
内部統制システム

で作成している、各

事業内容や管理部門

の業務を図示化した

業務フローチャート

の充実及び業務上起

こり得るリスクとそ

の対策を可視化した

リスク管理表の充実

を図り、それを元に

運営権者への事業説

明資料を作成するこ

とでスムーズな事業

の承継を行う。 
 

② 業務の可視化パ

ターン化の推進 
内部統制システム

で作成している、各

事業内容や管理部門

の業務を図示化した

業務フローチャート

の充実及び業務上起

こり得るリスクとそ

の対策を可視化した

リスク管理表につい

て、日々の業務と照

らし合わせて改善点

を見つけ出し、内部

統制委員会の分科会

であるリスク管理委

員会に諮り、内容や

質の充実を図ってい

く。 
 

＜主な指標等＞ 
１．事業の承継に向け

た取組状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
〔1. 事業の承継に向けた

取組状況〕 
〇平成 30 年度において

は、リスク管理委員会を 3
回開催し、平成 30 年 5 月

の第 12 回委員会におい

て、リスク管理表の再点

検、PDCA サイクルの管理

に取り組むことを決定し、

10月の第 13回委員会にお

いて、リスク管理表の再点

検により判明した改善点

を踏まえて業務フローチ

ャートの改正を行った。 
○平成 30 年度末時点で、

業務フローチャートは機

構全体で 50 業務フローチ

ャート（内訳：総務系 20、
再開発整備事業系 15、住

宅騒音防止対策事業系 5、
移転補償事業系 7、緑地造

成事業系 3）を作成してい

る。 
○将来の円滑な事業承継

に備えて、業務フローチャ

ート等の見直しに取り組

んでいく。 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 リスク管理委員会におい

て、リスク管理表の再点検や

PDCA サイクルの管理に取り

組むことを決定し、リスク管

理表の再点検により判明した

改善点を踏まえて業務フロー

チャートの改正につなげる

等、運営権者への事業承継を

スムーズに行うための資料に

ついて、その内容や質の充実

を図っており、着実な実施状

況にある。 
 これらを踏まえ、B と評価

する。 
 

評定 Ｂ 
【評定に至った理由】 
リスク管理委員会においてリスク管理表の再点検を行った結果、判明した改善

点を踏まえて業務フローチャートの改正を行ったことにより、運営権者への事業

承継をスムーズに行うための資料の質の向上を図っている。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ評価とし

た。 
 
 
【指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策】 
 
 
【その他事項】 
(外部有識者からの意見) 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（５） 騒防法第２９条第１項に規定する積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－  － － － － －   

         
         

         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － （５）騒防法第２９

条第１項に規定する

積立金の使途 
騒防法第２９条第

１項の規定に基づき

主務大臣の承認を受

けた金額は、同法第

２８条に規定する業

務の運営の使途に充

てる。 

（５）騒防法第２９

条第１項に規定する

積立金の使途 
騒防法第２９条第

１項の規定に基づき

主務大臣の承認を受

けた金額は、同法第

２８条に規定する業

務の運営の使途に充

てる。 

＜主な指標等＞ 
－ 

＜主要な業務実績＞ 
 
特になし。 

＜評定と根拠＞ 
評定：－ 
 

評定 － 
 
 

 

４．その他参考情報 
 

 


